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はじめに 

 

 

 

 

 

 町民の皆様におかれましては、平素より八重瀬町の障害福祉に対し、御理解・御協力を賜

り誠にありがとうございます。 

 本町においては、平成 18年の「障害者自立支援法」の施行に伴い、「地域で支え育てあう 

うまんちゅ魂のやえせ」と目標像を定め、「第 1期障がい者計画及び第 1期障がい福祉計画」

を、平成 24年には「うまんちゅの魂が結び合うまち 八重瀬」を基本理念に「第 2期障がい

者計画及び第 3期障がい福祉計画」を策定し、障害者福祉施策を推進してまいりました。 

 この間、国においては、平成 23年度に「障害者基本法」の改正や平成 24年度の「障害者

総合支援法」の制定により「障害の有無によって分け隔てのない共生社会を目指す」という

方向性が示され法の整備を進めてきました。 

 このような障害のある人を取り巻く環境が大きく変化する中、本町では、障害者の福祉施

策を総合的に推進する為、新たに平成 30(2018)年度から平成 35(2023)年度までを計画期間

とする「第 3期障害者計画及び第 5期障害福祉計画」を策定しました。 

 本計画は、前回計画の基本理念を継承し、地域共生社会実現の為、各施策に取り組むこと

としております。 

 また、児童福祉法にて障害児福祉計画の策定が義務付けられたことを受け「第 1期障害児

福祉計画」を策定しました。 

 この計画を実りあるものにするため、町民の皆様を始め、関係団体、関係機関の皆様の一

層の御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに、この計画の策定に御尽力いただきました八重瀬町障害者計画等策定委員会の皆様

をはじめ、アンケート・聞き取り調査などを通じ貴重なご意見をいただきました町民の皆様

に心から感謝申し上げます。 

 

 平成 30年 3月 

 

 八重瀬町長  新 垣 安 弘  
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2011年の障害者基本法の改正で、障害者について「身体障害、知的障害、

精神障害(発達障害を含)その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及

び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状

態にあるもの」と定義されました。 

社会的障壁については、「障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営

む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他の一切の

もの」と規定されています。 

手足が不自由などという医学モデルだけでなく、一人ひとりの心のバリアフ

リー化や障害者を取り巻く社会環境などを含めた社会モデルの考え方が大き

く反映された「障害者」の定義となっています。 

この定義を基に本計画では「障害」と漢字で表記することとします。 

 

*但し、文中内で前回の計画書名を表記する際は「障がい」と表記しています。 

 

障害者の定義について 
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1 計画策定の背景 

  

(1) 国の障害者制度の動向等 

 

措置制度や支援費制度などからスタートした障害のある人に対する法制度や

施策は大きく変化しています。 

障害者施策の基本となる「障害者基本法」の改正(H23)では、「障害の有無に

よって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会の実現を目指す」という文言が明記されました。 

平成 24年には、障害者自立支援法に代わる「障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律(以下「障害者総合支援法」という)が制定されま

した。障害者が住み慣れた地域で可能な限り支援を受けること、社会参加の機会

の確保、誰とどこで暮らすかなど、障害のある人が保障されるべき権利が明確に

され、障害の有無によって分け隔てのない共生社会を目指すという方向性が示

されています。また、これまで障害者の対象ではなかった難病患者が障害者福祉

の対象に含まれたことで谷間のない法整備が進みました。 

また、障害を理由に差別の解消を推進することを目的とした「障害者差別解消

法」が施行(H28)され、地方公共団体や民間事業者による不当な差別的な扱いの

禁止をはじめ、社会的障壁を取り除くために配慮するよう規定しています。 

平成 28 年の障害者総合支援法と児童福祉法の改正に伴い、地域での生活を

支える自立生活援助や就労定着支援、高齢の障害者が介護保険サービスを利用

する際の利用者負担軽減など新しいサービスが設けられることになります。 

また、障害児福祉計画の策定が義務付けられたことを受け、八重瀬町において

も第１期障害児福祉計画を策定します。 

平成 28年に設置された厚生労働省の地域力強化検討会では、「我が事・丸ご

と」をキーワードに、これまでの「支えて側・受けて側」に分かれるのではなく、

地域全体で支え合いながら活躍できる地域コミュニティの育成、また福祉の縦

割りから、地域の課題を丸ごと受け止める【地域共生社会】の実現に向けた取組

みが始まろうとしています。 

 

 

 

 

 

第 1 章 計画の策定にあたって
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(2) 八重瀬町の障害者施策推進のあゆみ 

 

平成 18年に障害者自立支援法が施行されたことを受け、本町では、目標像を

【地域で支え育てあう うまんちゅ魂のやえせ】とし、第 1 期障がい者計画及

び第 1期障がい福祉計画を策定しました。 

国の基本指針に基づき、障害福祉計画は３年毎、障害者計画は６年毎に見直す

ことで障害者施策を推進してきました。 

今回策定する、第 3 期障害者計画及び第 5期障害福祉計画では、福祉施策の

見直しとサービス量を検討することで、これからの八重瀬町としての施策等の

充実を図ります。 

また、児童福祉法改正に伴い、第 1 期障害児福祉計画を併せて策定すること

で、多様化する障害児のニーズに応えられるよう推進していきます。 

 

2 計画の位置付け 

 障害者の福祉施策を総合的に推進する上で関連する、障害者計画と障害福祉 

計画、障害児福祉計画の３つを併せて本計画とします。 

本町の最上位計画である「第 1 次八重瀬町総合計画（後期・基本計画）」、「第

2 次八重瀬町地域福祉(活動)計画」、本町における各種計画との整合性の確保を

図っていきます。 

 また、国や沖縄県が策定している障害者福祉計画等と連携・調和を図ります。 

本計画では、障害のある人とする範囲を、年齢に関係なく、身体障害、知的障

害、精神障害(発達障害、高次機能障害を含)、難病その他心身の機能に障害のあ

る人とします。 
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図表 1 計画の位置付け 

 

 

 

図表 2 計画策定根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者計画策定根拠：障害者基本法第 11条第 3 項 

 市町村は、障害者基本計画及び都道府県計画を基本とするとともに、当該市町村にお

ける障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的

な計画（以下「市町村障害者計画」という）を策定しなければならない。 

障害福祉計画策定根拠：障害者総合支援法第 88条 

 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に

基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という）を定める

ものとする。 

障害児福祉計画策定根拠：児童福祉法第 33条の 20 

 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保

その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障

害児福祉計画」という）を定めるものとする。 

第 1次 八重瀬町総合計画(後期・基本計画) 

 

八重瀬町障害者計画 

障害福祉計画 

障害児福祉計画 

八重瀬町子ども子育て支援事業計画 

八重瀬町高齢者福祉計画 

その他福祉保健に関連する計画 

八
重
瀬
町
関
連
計
画 

（
防
災
・
ま
ち
づ
く
り
等
各
計
画
） 

 

国
・ 

沖
縄
県
関
連
計
画 

第 2次 八重瀬町地域福祉(活動)計画 
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3 計画の期間 

 障害者福祉施策の安定性を図ることを目的に、本計画は平成 30 年度から平

成 35年度と設定します。 

八重瀬町障害福祉計画、八重瀬町障害児福祉計画は国の基本指針に基づき、計

画期間を３年とします。 

 それぞれ見直し期間を設け、法改正等がある際には適宜見直すこととします。 

 

図表 3 計画期間 

 

 

4 計画の推進体制 

本計画を推進するには、担当部署をはじめ庁内全体で取り組むことはもちろ

ん、町内の障害者本人、その家族、地域、障害者団体や事業所、関係機関等と協

力しながら推進していきます。 

また、見直しの際は、必要に応じて関連する団体等と協議や意見交換等を行う

ことで、本計画の目的を達成するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年度
(2018年）

平成31年度
(2019年）

平成32年度
(2020年）

平成33年度
(2021年）

平成34年度
(2022年）

平成35年度
(2023年）

見直し期間 見直し期間

見直し期間 見直し期間

第3期障害者計画

第1期障害児福祉計画

第5期障害福祉計画 第6期障害福祉計画

第2期障害児福祉計画

見直し期間(2か年）
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1 八重瀬町の人口構造と推移 

 

 本町の総人口をみると、伊覇・屋宜原土地区画整理事業に伴い年々増加し、平

成 29 年 10 月値では 30,839人となっています。 

 但し、総人口に対する各年齢人口の内訳を平成 2４年度と比較すると、年少人

口(0～14歳)は 1.2ポイントの増加、生産年齢人口(15～64歳)は 3.8ポイン

トの減少、老年人口(65 歳以上)は 2.6ポイントの増加で年々、総人口に対する

老年人口の割合が高くなっています。 

 

 

図表 4 年齢 3区分別人口の推移 

各年 10月 1日値 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 八重瀬町の障害者の現状と取り巻く環境

4,968 5,116 5,278 5,452 5,609 5,759
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2 八重瀬町の障害者数 

 

平成 29 年 10 月１日現在の町内の障害者手帳所持者の内訳をみると、身体

障害者手帳所持者 1,177 人、療育手帳所持者 320 人、精神障害者保健福祉手

帳所持者 231 人です。 

平成 29年の自立支援医療(精神通院)受給者証認定件数は 937 件です。 

平成 24 年度と比較すると 3 障害とも増加傾向にありますが、精神障害者手

帳所持者が 1.8倍の増加と顕著です。 

 

図表 5 障害者手帳所持者と自立支援認定件数の推移 

 

各年 10月 1日値 
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(1) 身体障害者数の状況 

 

本町の身体障害者手帳の交付状況は、1,177人(平成29年10月1日値)です。

平成 24 年度手帳交付数が 1,021 人から 156 名の増加となっており、人口の

割合からみると 3.8％です。 

障害別でみると、肢体、視覚、聴覚平衡、言語の部位障害の数字に大きな変動

はありませんが、腎臓や心臓といった外からは見えない内部障害の増加が顕著

です。 

 

図表 6 身体障害者手帳交付の推移(部位別) 

 

図表 7 身体障害者手帳交付数の障害種類別人数と構成比(上段:人数/下段:構成比) 

各年 10月１日値 

471 476 475 465 470 478

65 66 69 70 70 74

117 117 118 130 131 131
17 16 16 15 19 18

351 362 389 390
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内部

言語

聴覚平衡

視覚

肢体

1,021 1,037 1,067 1,070

1,118
1,177(人）

肢体 視覚 聴覚平衡 言語 内部 合計
471 65 117 17 351

46.1% 6.4% 11.5% 1.7% 34.4%
476 66 117 16 362

45.9% 6.4% 11.3% 1.5% 34.9%
475 69 118 16 389

44.5% 6.5% 11.1% 1.5% 36.5%
465 70 130 15 390

43.5% 6.5% 12.1% 1.4% 36.4%
470 70 131 19 428

42.0% 6.3% 11.7% 1.7% 38.3%
478 74 131 18 476

40.6% 6.3% 11.1% 1.5% 40.4%
平成29年度

平成28年度

1,067人 

1,070人 

1,118人 

1,177人 

平成27年度

平成26年度

1,037人 平成25年度

1,021人 平成24年度
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(2) 知的障害者数の状況 

 

本町の療育手帳の交付状況は 320 人(平成 29年 10月１日値)で、人口割合で

みると 1％となっています。 

障害等級別では、A1,A2 の重度障害者が全体の４割弱で推移しています。 

 

図表 8 療育手帳交付数の推移 

 

各年 10月 1日値 
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(3) 精神障害者数の状況 

 

本町の精神障害者保健福祉手帳の交付状況は 231人で、人口に占める割合は

0.7％です。平成 24年度等級別に比較すると、最も高い１級の交付数が 2.4 倍

(95人)に増加、等級の低い３級も 2.1倍(32 人)で増加しています。 

平成 29年度の自立支援医療受給者証(精神通院)の受給者証認定件数は、937

件で、平成 24年度から 262件の増加です。 

 

図表 9 精神障害者保健福祉手帳交付数の推移 

 
図表 10 自立支援医療(精神通院)受給者証認定件数の推移 
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(4) 重度心身障害者医療費助成の認定状況 

 重度心身障害者とは、重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している

者で、平成 24年に比べ 37人増加です。 

 

図表 11 重度心身障害者医療費助成の認定状況 

  
平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

認定数 561 人 574人 578人 562人 593 人 598 人 

資料：社会福祉課 各年 10月 1日値 

 

 

(5) 町内の保育園に通園している障害児の人数 

 八重瀬町内の保育園に通園している障害児の人数は以下のようになっていま

す。ここでの障害児人数とは、障害児に限らず「支援・配慮」が必要と判断さ

れた児童も含まれています。また、保育園数には、事業所内保育園や認可外保

育園は含まれていません。 

 

図表 12 町内の保育園に通園している障害児人数 

  平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

保育園総数 12か所 14か所 14か所 14か所 14か所 14 か所 

総数の内、

障害児の 

通園箇所数 

4か所 6か所 6か所 9か所 11か所 12 か所 

障害児人数 8人 7人 12人 17人 20 人 28 人 

資料：児童家庭課 各年 10月 1日値 
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(6) 町内小学校･中学校における特別支援学級の児童･生徒数 

 八重瀬町の小学校４校、中学校２校の特別支援学級に通っている児童･生徒数

は以下のようになっています。 

 

図表 13 八重瀬町内立 ４小学校の特別支援学級人数 

  平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

学校数 4 か所 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所 

児童 

生徒数 
17 人 20人 21人 26人 36人 47人 

資料：学校教育課 各年 10月 1日値 

 

 

図表 14 八重瀬町立 ２中学校の特別支援学級人数 

  平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

学校数 2 か所 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所 

児童 

生徒数 
6 人 8人 11人 18人 21人 20人 

資料：学校教育課 各年 10月 1日値 

 

 

(7) 八重瀬町役場における障害者の雇用状況 

 八重瀬町役場における障害者の雇用状況は以下の通りで、法定雇用率は達成

しています。 

 

図表 15 役場内における障害者の雇用状況 

  平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

雇用 

人数 
5人  6人  6人  7人  4人  4人  

資料：総務課 各年 10月 1日値 
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3 アンケート調査結果概要とヒアリング結果概要 

 

(1) アンケート調査結果概要 

 本計画を策定するにあたり、障害者の生活実態及び障害福祉サービス等の利

用状況や利用意向等を把握することを目的にアンケート調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①対象者 

 町内在住の障害者手帳を所持している方、本人又は保護者･介助者 

 

②調査方法 

 郵送配布、同封の返信用封筒による回収 

 

③調査期間 

 平成 29 年 8 月 9 日(水)～9 月 1日(金)まで 

 

④発送数 

 １，９３１件(うち宛先不明戻り ５件) 

 

⑤回答数 

 725件 (単純集計による回答数) 

 

⑥回答率 

 37.6％(=宛先不明を除いた １，９２６件より算出) 
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【 調査対象者の基本属性 】～ 障害別クロス集計結果より ～ 

 

➀【障害者手帳所持者の性別内訳】について 

【あて名のご本人の性別】を手帳別にみると、男性では、「療育手帳所持者」

71.2％、「身体障害者手帳所持者」53.7％、「複数手帳所持者」51.2％の順に

高いです。 

女性では、「精神障害者保健福祉手帳所持者」60.0％、「自立支援医療(精神通

院)受給者証所持者」54.4％です。 

 

図表 16 障害者手帳所持者の性別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.7

71.2

33.3

45.6

51.2

45.6

25.4

60

54.4

46.9

0.6

3.4

6.7

0

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

男性 女性 不明

■ 種別 × 性別

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

166       42        5         31        109       353       
53.7      71.2      33.3      45.6      51.2      53.2      
141       15        9         37        100       302       
45.6      25.4      60.0      54.4      46.9      45.5      

2         2         1         0 4         9         
0.6       3.4       6.7       0 1.9       1.4       
309       59        15        68        213       664       

100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     

種別

性別

男性

女性

不明

全体
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➁【年代別手帳所持者】について 

【あて名のご本人の平成 29 年 6 月 1日現在の年齢】を手帳別にみると、「身

体障害者手帳所持者」で「65 歳以上」64.7％、「18 歳以上〜64 歳未満」で

は、「複数手帳所持者」61.5％、「自立支援医療(精神通院)受給者証所持者」

60.3％、「療育手帳所持者」59.3%となっています。 

 

図表 17 年代別手帳所持者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3

23.7

0

7.4

5.2

29.4

59.3

53.3

60.3

61.5

64.7

8.5

40.0 

23.5

28.2

3.6

8.5

6.7

8.8

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

18歳未満 18歳以上65歳未満 65歳以上 不明

■　種別 × 年代別手帳所持者

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

7         14        0 5         11        37        
2.3       23.7      0 7.4       5.2       5.6       

91        35        8         41        131       306       

29.4      59.3      53.3      60.3      61.5      46.1      

200       5         6         16        60        287       
64.7      8.5       40.0      23.5      28.2      43.2      
11        5         1         6         11        34        
3.6       8.5       6.7       8.8       5.2       5.1       
309       59        15        68        213       664       

100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     

種別

年代別

18歳未満

18歳以上
65歳未満

65歳以上

不明

全体
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➂【暮らしの状況 誰と暮らしているか】について 

【あて名のご本人はどなたと一緒に暮らしていますか】の設問では、いずれの

障害でも「親・祖父母」、「きょうだい」、「配偶者」、「子ども・孫」といった家族

単位で暮らしている傾向があります。「ひとりで暮らしている」、「友人・知人」

の割合は少なく、「療育手帳所持者」と「複数手帳所持者」は「グループホーム・

施設」で暮らしているという傾向となっています。 

 

図表 18 障害別暮らしの状況(誰と暮らしているか) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.1 

49.8 
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28.8 
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40.0 

20.0 

20.0 

0.0 

13.3 

26.7 

6.7 

16.2 

35.3 

36.8 

10.3 

29.4 

1.5 

8.8 

4.4 

0.0 

10.8 

14.6 

35.7 

18.3 

11.7 

0.5 

28.2 

2.3 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ひとりで暮らして

いる

配偶者

親・祖父母

きょうだい

子ども・孫

友人・知人

グループホーム・

施設

その他

不明

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

（％)

■　種別 × 暮らしの状況(誰と暮らしているか）

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

28        5         0 11        23        67        

9.1       8.5       0 16.2      10.8      10.1      
154       2         0 24        31        211       

49.8      3.4       0 35.3      14.6      31.8      
44        34        6         25        76        185       

14.2      57.6      40.0      36.8      35.7      27.9      
26        17        3         7         39        92        
8.4       28.8      20.0      10.3      18.3      13.9      
84        2         3         20        25        134       

27.2      3.4       20.0      29.4      11.7      20.2      
1         0 0 1         1         3         

0.3       0 0 1.5       0.5       0.5       

38        12        2         6         60        118       

12.3      20.3      13.3      8.8       28.2      17.8      

9         1         4         3         5         22        
2.9       1.7       26.7      4.4       2.3       3.3       
1         1         1         0 0 3         

0.3       1.7       6.7       0 0 0.5       
309       59        15        68        213       664       

その他

不明

全体

種別

同居者

ひとりで

暮らしている

配偶者

親・祖父母

きょうだい

子ども・孫

友人・知人

グループホーム・
施設



17 

 

➃【暮らしの状況 どこで暮らしているか】について 

 【あて名のご本人が暮らしているところ】をきいたところ、全体的に「自宅(持

ち家、賃貸、社宅)の割合が高いです。 

手帳別では、「複数手帳所持者」では「福祉施設」23％、「療育手帳所持者」

では「福祉施設」18.6％です。「精神障害者保健福祉手帳所持者」では「病院に

入院中」13.3％と他の障害の割合よりも高い傾向にあります。 

 

図表 19 障害別暮らしの状況(どこで暮らしているか) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82.5 

76.3 

60.0 

85.3 

64.8 

2.6 3.4 

1.5 4.7 

9.4 

18.6 

13.3 

8.8 

23.0 

3.6 

13.3 2.9 

5.2 

1.0 

1.7 

13.3 

0.9 

1.0 

1.5 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

自宅 グループホーム 福祉施設 病院に入院中 その他 不明

■　種別 × 暮らしの状況(どこで暮らしているか）

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

255       45        9         58        138       505       
82.5      76.3      60.0      85.3      64.8      76.1      

8         2         0 1         10        21        
2.6       3.4       0 1.5       4.7       3.2       
29        11        2         6         49        97        
9.4       18.6      13.3      8.8       23.0      14.6      
11        0 2         2         11        26        
3.6       0 13.3      2.9       5.2       3.9       
3         1         2         0 2         8         

1.0       1.7       13.3      0 0.9       1.2       
3         0 0 1         3         7         

1.0       0 0 1.5       1.4       1.1       
309       59        15        68        213       664       

100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     

種別

暮らしている

ところ

自宅

グループホーム

福祉施設

病院に入院中

その他

不明

全体
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➄【どこで暮らしたいか】について  

【あて名のご本人は将来はどのような暮らし方を望んでいますか】という設

問に対し、障害の種類に関わらず、ほとんどが「自宅で暮らしたい」とする回答

が高いです。 

「精神障害者保健福祉手帳所持者」では、「わからない」と回答した者が 40％

と高くなっています。 

また、「療育手帳所持者」では、「福祉施設に入所したい」18.6％、「自宅や施

設を出て、ひとりで暮らしたい」希望する者も 13.6％となっています。 

 

図表 20 どこで暮らしたいか 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

自宅 ひとり暮らし グループホーム 福祉施設 病院 その他 わからない 不明

■　種別 × どこで暮らしたいか

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

218       23        5         48        109       403       
70.6      39.0      33.3      70.6      51.2      60.7      

7         8         0 5         9         29        
2.3       13.6      0 7.4       4.2       4.4       
8         4         1         1         13        27        

2.6       6.8       6.7       1.5       6.1       4.1       
25        11        1         6         38        81        
8.1       18.6      6.7       8.8       17.8      12.2      
7         0 0 0 4         11        

2.3       0 0 0 1.9       1.7       
3         2         0 2         4         11        

1.0       3.4       0 2.9       1.9       1.7       
28        9         6         4         28        75        
9.1       15.3      40.0      5.9       13.1      11.3      
13        2         2         2         8         27        
4.2       3.4       13.3      2.9       3.8       4.1       
309       59        15        68        213       664       

100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     

種別

将来の暮らし方

自宅

ひとり暮らし

グループホーム

福祉施設

病院

その他

わからない

不明

全体
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➅【地域で生活するための支援】について 

【あて名のご本人が地域で生活するためにはどのような支援があればよいと

思いますか】という設問に対し、全体的に「必要なサービスが利用できること」

と「経済的な負担の軽減」が最も高いです。「複数手帳所持者」は、どの項目で

も回答割合が高い傾向です。また「療育手帳所持者」では、「生活訓練などの充

実」、「働く場の確保」が高くなっています。 

 

図表 21 地域で生活するための支援 
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生活訓練などの充実
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■　種別 × 地域で生活するための支援

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

115       21        4         16        98        254       

37.2      35.6      26.7      23.5      46.0      38.3      

163       22        5         31        121       342       

52.8      37.3      33.3      45.6      56.8      51.5      

44        19        4         9         58        134       

14.2      32.2      26.7      13.2      27.2      20.2      

156       28        4         40        120       348       

50.5      47.5      26.7      58.8      56.3      52.4      

91        18        2         22        89        222       

29.4      30.5      13.3      32.4      41.8      33.4      

45        13        2         12        66        138       

14.6      22.0      13.3      17.6      31.0      20.8      

96        11        3         12        61        183       

31.1      18.6      20.0      17.6      28.6      27.6      
42        22        4         24        61        153       

13.6      37.3      26.7      35.3      28.6      23.0      
16        3         0 5         8         32        
5.2       5.1       0 7.4       3.8       4.8       
37        5         4         4         21        71        

12.0      8.5       26.7      5.9       9.9       10.7      
309       59        15        68        213       664       

近所の

人たちの理解

在宅における適切

な医療ケアの確保

働く場の確保

その他

不明

全体

種別

地域で生活する
ための支援

障害者が住み

やすい住居の確保

必要なサービスが

利用できること

生活訓練

などの充実

経済的な

負担の軽減

相談対応

などの充実
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➆【就労の状況】について 

【あて名のご本人は現在働いていますか】の設問に対し、全体的に「働いてい

ない」が高くなっています。 

障害別で「働いている」と回答した者は「療育手帳所持者」33.9％、「自立支

援医療(精神通院)受給者証所持者」、「身体障害者手帳所持者」、「複数手帳所持者」

は 20％台ですが、「精神障害保健福祉手帳所持者」は 6.7％と他の障害と比較

しても就労している割合が低くなっています。 

 

図表 22 就労の状況 
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■　種別 × 就労の状況

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

63        20        1         20        45        149       

20.4      33.9      6.7       29.4      21.1      22.4      

227       35        12        47        153       474       

73.5      59.3      80.0      69.1      71.8      71.4      

19        4         2         1         15        41        

6.1       6.8       13.3      1.5       7.0       6.2       

309       59        15        68        213       664       

100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     100.0     

種別

就労の状況

働いている

働いていない

不明

全体
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➇【就労にむけて必要な支援は何か】について 

【働くためにどのような支援が必要だと思いますか】という設問に対し、「療

育手帳所持者」は「職場における障害などの理解」、「通勤手段の確保」、「相談対

応や支援」が高い傾向です。「精神障害者保健福祉手帳所持者」と「自立支援医

療(精神通院)受給者証所持者」は「短時間勤務や日数などの配慮」、「職場におけ

る障害の理解」を求める声が高く、「複数手帳所持者」では「職場における障害

の理解」、「勤務時間や日数などの配慮」、「通勤手段の確保」といった回答が高い

です。「身体障害者手帳所持者」は不明とした者の割合は多いですが、「短時間勤

務や日数などの配慮」、「職場における障害などの理解」を求めています。いずれ

の障害でも「家でできる仕事を増やす」支援が必要と回答しています。 

 

図表 23 就労に向けて必要な支援 
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通勤手段の確保

職場におけるバリアフリーな

どの配慮

短時間勤務や日数などの配慮

家でできる仕事を増やす

職場における障害などの理解

職場で介助や援助などが受け

られること

企業ニーズにあった就労訓練

仕事についての職場外での相

談対応や支援

その他

不明

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

（％)
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■種別 × 就労に向けて必要な支援

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

24        14        1         8         39        86        

7.8       23.7      6.7       11.8      18.3      13.0      

16        0 0 2         10        28        

5.2       0 0 2.9       4.7       4.2       

36        9         3         19        45        112       

11.7      15.3      20.0      27.9      21.1      16.9      

28        4         1         9         25        67        

9.1       6.8       6.7       13.2      11.7      10.1      

31        19        2         20        51        123       

10.0      32.2      13.3      29.4      23.9      18.5      

13        9         0 5         27        54        

4.2       15.3      0 7.4       12.7      8.1       

11        6         0 4         20        41        

3.6       10.2      0 5.9       9.4       6.2       

16        12        1         13        34        76        

5.2       20.3      6.7       19.1      16.0      11.4      

10        0 0 0 4         14        

3.2       0 0 0 1.9       2.1       

235       28        11        35        127       436       

76.1      47.5      73.3      51.5      59.6      65.7      

309       59        15        68        213       664       

種別

就労に向けて
必要な支援

通勤手段の確保

職場における
バリアフリー
などの配慮

短時間勤務や
日数などの配慮

家でできる
仕事を増やす

職場における
障害の理解

職場で介助や

援助などが

受けられること

企業ニーズに
あった就労訓練

仕事についての
職場外での

相談対応や支援

その他

不明

全体
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➈【福祉サービス利用時に困ったこと】について 

【福祉サービスを利用するときに困ったことはありましたか】という設問に

対し、「不明」と回答した者を除くと、いずれの障害でも「特に困ったことはな

い」と回答した割合が高いです。「療育手帳所持者」は、「使いたいサービスが使

えなかった」、「サービスの支給量が少ない、期間が短い」、「費用負担があるため

サービスが使いづらい」と回答した利用者もいることから、利用したくても利用

しづらいという状況がみてとれます。また全体的に、「どんなサービスがあるの

か知らない」、「どの事業所が良いのかわからない」、「契約の方法がわからない」、

「わからない」といった情報不足ととれる回答もみられます。 

 

図表 24 福祉サービス利用時に困ったこと 
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ビスが使いづらい

わからない

特に困ったことはない

その他

不明
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■　種別 × 福祉サービス利用時に困ったこと

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

18        9         1         10        29        67        

5.8       15.3      6.7       14.7      13.6      10.1      

5         4         0 3         6         18        

1.6       6.8       0 4.4       2.8       2.7       

4         5         0 3         13        25        

1.3       8.5       0 4.4       6.1       3.8       

11        6         0 3         24        44        

3.6       10.2      0 4.4       11.3      6.6       

5         2         0 3         7         17        

1.6       3.4       0 4.4       3.3       2.6       

1         0 0 0 1         2         

0.3       0 0 0 0.5       0.3       

9         3         0 4         17        33        

2.9       5.1       0 5.9       8.0       5.0       

9         8         2         1         22        42        

2.9       13.6      13.3      1.5       10.3      6.3       

52        14        3         6         54        129       

16.8      23.7      20.0      8.8       25.4      19.4      

2         0 0 0 6         8         

0.6       0 0 0 2.8       1.2       

220       24        9         47        86        386       

71.2      40.7      60.0      69.1      40.4      58.1      

309       59        15        68 213       664       

種別

福祉サービス
利用時に
困ったこと

どんなサービスが
あるのか知らない

使いたいサービスが
使えなかった

サービスの支給量が
少ない、支給期間が

短い

どの事業所が良いの
かわからない

契約の方法が
わからない

利用して
トラブルがあった

費用負担があるた
め、サービスが使い

づらい

わからない

特に
困ったことはない

その他

不明

全体
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➉【今後利用したい福祉サービス】について 

【あて名のご本人が、今後利用したい福祉サービスはどれですか】という設問

に対し、「療育手帳所持者」と「複数手帳所持者」では、「就労継続支援」、「相談

支援」「共同生活援助」の割合が高いです。「身体障害手帳所持者」では、「相談

支援」12.3％、「居宅介護」10.7％となっています。「精神障害者保健福祉手帳

所持者」は、「施設入所支援」13.3％です。いずれの障害にも「利用したい福祉

サービスはない」と回答した者もいます。 

 

図表 25 今後利用したい福祉サービス 
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■ 種別 × 今後利用したい福祉サービス

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

33        1         0 4         20        58        

10.7      1.7       0 5.9       9.4       8.7       

21        4         1         5         19        50        

6.8       6.8       6.7       7.4       8.9       7.5       

11        12        1         5         35        64        

3.6       20.3      6.7       7.4       16.4      9.6       

22        8         1         2         14        47        

7.1       13.6      6.7       2.9       6.6       7.1       

18        7         0 4         14        43        

5.8       11.9      0 5.9       6.6       6.5       

11        10        1         1         19        42        

3.6       16.9      6.7       1.5       8.9       6.3       

24        5         2         3         23        57        

7.8       8.5       13.3      4.4       10.8      8.6       

38        13        0 12        40        103       

12.3      22.0      0 17.6      18.8      15.5      

18        4         0 4         14        40        

5.8       6.8       0 5.9       6.6       6.0       

3         7         0 1         6         17        

1.0       11.9      0 1.5       2.8       2.6       

6         1         0 0 3         10        

1.9       1.7       0 0 1.4       1.5       

9         3         0 5         17        34        

2.9       5.1       0 7.4       8.0       5.1       

7         3         0 1         9         20        

2.3       5.1       0 1.5       4.2       3.0       

8         4         0 1         14        27        

2.6       6.8       0 1.5       6.6       4.1       

6         2         0 0 5         13        

1.9       3.4       0 0 2.3       2.0       

0 2         0 0 1         3         

0 3.4       0 0 0.5       0.5       

1         1         0 0 0 2         

0.3       1.7       0 0 0 0.3       

0 1         0 0 1         2         

0 1.7       0 0 0.5       0.3       

66        4         2         20        23        115       

21.4      6.8       13.3      29.4      10.8      17.3      

126       14        10        18        59        227       

40.8      23.7      66.7      26.5      27.7      34.2      

309       59        15        68        213       664       
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⑪【悩みごと・困ったこと】について 

【あて名のご本人は、生活の中で悩みごとや困ったことがありますか】という

設問では、全体的に「経済的なこと」、次に「将来の援助のこと」とする回答が

高いです。「療育手帳所持者」では、「教育・学習」15.3％、「自立支援医療(精

神通院)受給者証所持者」では、「就労のこと」23.5％と高くなっています。 

 

図表 26 悩みごと・困ったこと 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

教育・学習のこと

リハビリのこと

経済的なこと

家庭生活のこと

現在の援助のこと

将来の援助のこと

就労のこと

趣味や生きがいを

持つこと

交通機関のこと

住宅のこと

必要な情報を得る

こと

友人や相談相手を

持つこと

地域の理解を得る

こと

社会参加のこと

その他

不明

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

（％)
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■種別 × 悩みごと･困ったこと

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

4         9         1         6         13        33        

1.3       15.3      6.7       8.8       6.1       5.0       

43        2         1         2         16        64        

13.9      3.4       6.7       2.9       7.5       9.6       

84        22        3         34        93        236       

27.2      37.3      20.0      50.0      43.7      35.5      

30        7         1         13        42        93        

9.7       11.9      6.7       19.1      19.7      14.0      

14        3         1         5         17        40        

4.5       5.1       6.7       7.4       8.0       6.0       

78        16        3         19        69        185       

25.2      27.1      20.0      27.9      32.4      27.9      

20        9         1         16        42        88        

6.5       15.3      6.7       23.5      19.7      13.3      

32        3         2         7         31        75        

10.4      5.1       13.3      10.3      14.6      11.3      

36        9         3         6         29        83        

11.7      15.3      20.0      8.8       13.6      12.5      

29        5         1         9         27        71        

9.4       8.5       6.7       13.2      12.7      10.7      

25        8         1         10        28        72        

8.1       13.6      6.7       14.7      13.1      10.8      

12        7         0 8         31        58        

3.9       11.9      0 11.8      14.6      8.7       

14        4         1         4         26        49        

4.5       6.8       6.7       5.9       12.2      7.4       

8         5         1         9         24        47        

2.6       8.5       6.7       13.2      11.3      7.1       

13        4         0 6         7         30        

4.2       6.8       0 8.8       3.3       4.5       

109       13        8         10        41        181       

35.3      22.0      53.3      14.7      19.2      27.3      

309       59        15        68        213       664       

種別

悩みごと･
困ったこと

教育・
学習のこと

リハビリのこと

経済的なこと

家庭生活のこと

現在の援助
(介護)のこと

将来の援助
(介護)のこと

就労のこと

全体

趣味や生きがい
を持つこと

交通機関のこと

住宅のこと

必要な情報を
得ること

友人や相談相手を
持つこと

地域の理解を
得ること

社会参加のこと

その他

不明
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⑫【権利擁護 差別の有無】について 

【あて名のご本人は、障害があることで差別を受けたり、嫌な思いをする(し

た)ことがあるか】という設問に対し、全体的に「ない」と回答した割合が高い

ものの、「ある」と回答した者は、「療育手帳所持者」37.3％、「複数手帳所持者」

32.9％となっています。 

 

図表 27 権利擁護 差別の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.7 

37.3 

20.0 

26.5 

32.9 

60.8 

39.0 

20.0 

50.0 

47.9 

17.5 

23.7 

60.0 

23.5 

19.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

ある ない 不明

■ 種別 × 差別の有無

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

67        22        3         18        70        180       

21.7 37.3 20.0 26.5 32.9 27.1

188       23        3         34        102       350       

60.8 39.0 20.0 50.0 47.9 52.7

54        14        9         16        41        134       

17.5 23.7 60.0 23.5 19.2 20.2

309       59        15        68        213       664       

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

種別

差別を受けたり
嫌な思いを

したこと

ある

ない

不明

全体



31 

 

⑬【嫌な思いをした場所】について 

【どのような場所や場面で嫌な思いをしたか】という設問に対し、割合の高い

順でみると、「身体障害者手帳所持者」では「家族や親せきなどのいる場(冠婚葬

祭等)」31.3％、「療育手帳所持者」では「学校」54.5％、「精神障害者保健福祉

手帳所持者」では、「住んでいる地域」、「家族や親せきなどのいる場(冠婚葬祭等)」

66.7％、「自立支援医療(精神通院)受給者証所持者」では、「仕事場」、「家族や親

せきのいる場(冠婚葬祭等)」38.9％、「複数手帳所持者」で「住んでいる地域」

30.0％となっています。 

 

図表 28 嫌な思いをした場所 
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16.4 

9.0 

11.9 

16.4 
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54.5 

18.2 

9.1 
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4.5 

13.6 

36.4 

18.2 

27.3 
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4.5 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

66.7 

0.0 

66.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

16.7 

38.9 

5.6 

22.2 

27.8 

0.0 

38.9 

11.1 

5.6 

16.7 

0.0 

21.4 

15.7 

22.9 

11.4 

17.1 

30.0 

24.3 

18.6 

14.3 

10.0 

7.1 

5.7 

0 20 40 60 80 100

学校

病院などの医療機関

仕事場

交通機関

仕事を探すとき

住んでいる地域

買い物のとき

家族や親戚などのいる場

余暇を楽しむとき

行政機関の窓口

その他

不明

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

（％)
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■種別 × 嫌な思いをした場所

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立 複数所持 合計

2 12 0 2 15 31
3.0 54.5 0.0 11.1 21.4 17.2

17 4 1 3 11 36

25.4 18.2 33.3 16.7 15.7 20.0

11 2 0 7 16 36

16.4 9.1 0.0 38.9 22.9 20.0

6 1 0 1 8 16

9.0 4.5 0.0 5.6 11.4 8.9

8 1 0 4 12 25

11.9 4.5 0.0 22.2 17.1 13.9

11 3 2 5 21 42

16.4 13.6 66.7 27.8 30.0 23.3

13 8 0 0 17 38

19.4 36.4 0.0 0.0 24.3 21.1

21 4 2 7 13 47

31.3 18.2 66.7 38.9 18.6 26.1

7 6 0 2 10 25

10.4 27.3 0.0 11.1 14.3 13.9

5 0 0 1 7 13

7.5 0.0 0.0 5.6 10.0 7.2

7 1 0 3 5 16
10.4 4.5 0.0 16.7 7.1 8.9

1 1 0 0 4 6
1.5 4.5 0.0 0.0 5.7 3.3
67 22 3 18 70 180

買い物のとき

家族や親せき

のいる場

(冠婚葬祭等）

余暇を楽しむとき

行政機関の

相談窓口(役場、社会

福祉協議会等）

その他

不明

全体

種別

嫌な思いを
した場所

学校

病院などの

医療機関

仕事場

交通機関

仕事を探すとき

住んでいる地域
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⑭【災害時にひとりで避難できるか】について 

【あて名のご本人は、火事や地震などの災害時にひとりで避難できますか】の

設問に対し、「できない」と回答した者が多かったのは、「療育手帳所持者」

55.9％、「精神障害者保健福祉手帳所持者」で 53.3％となっています。 

一方、「できる」と回答した者は、「自立支援医療(精神通院)受給者証所持者」

で高く 64.7％です。 

いずれの障害でも「わからない」と回答した者もいることから、災害を予想し

た訓練や意識付け等の機会を設けることも必要です。 

 

図表 29 災害時にひとりで避難できるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.3 

22.0 

40.0 

64.7 

24.4 

34.3 

55.9 

53.3 

20.6 

50.7 

13.9 

16.9 

6.7 

13.2 

21.1 

6.5 

5.1 

0.0 

1.5 

3.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

できる できない わからない 不明

■ 種別 × 災害時にひとりで避難できるか

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

140 13 6 44 52 255

45.3 22.0 40.0 64.7 24.4 38.4

106 33 8 14 108 269

34.3 55.9 53.3 20.6 50.7 40.5

43 10 1 9 45 108

13.9 16.9 6.7 13.2 21.1 16.3

20 3 0 1 8 32

6.5 5.1 0.0 1.5 3.8 4.8

309 59 15 68 213 664

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

種別

災害時に
ひとりで

避難できるか

できる

できない

わからない

不明

全体
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⑮【災害時の近所のサポート】について 

【家族が不在の場合に、近所にあなた(あて名のご本人)を助けてくれる人はい

ますか】の設問に対し、手帳別にみると、「近所のサポートはいる」と回答した

割合が高かったのは、「身体障害者手帳所持者」38.5％、「療育手帳所持者」

32.2％です。 

「いない」と回答した者は、「自立支援医療(精神通院)受給者証所持者」41.2％、

「複数手帳所持者」34.7％です。 

質問⑭と関連して「わからない」と回答した者もいる事から、今後災害発生時

の地域での対応が課題といえます。 

 

図表 30 災害時の近所のサポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.5 

32.2 

26.7 

25.0 

22.1 

23.9 

32.2 

33.3 

41.2 

34.7 

27.2 

18.6 

26.7 

30.9 

34.7 

10.4 

16.9 

13.3 

2.9 

8.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

いる いない わからない 不明

■ 種別 × 災害時の近所のサポート

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

119 19 4 17 47 206

38.5 32.2 26.7 25.0 22.1 31.0

74 19 5 28 74 200

23.9 32.2 33.3 41.2 34.7 30.1

84 11 4 21 74 194

27.2 18.6 26.7 30.9 34.7 29.2

32 10 2 2 18 64

10.4 16.9 13.3 2.9 8.5 9.6

309 59 15 68 213 664

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

種別

災害時の
近所のサポート

いる

いない

わからない

不明

全体
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⑯【災害時に心配なこと】について 

【火事や地震などの災害が起きたときに心配なことはありますか】の設問に

対し、いずれの障害でも「安全なところまで、迅速に避難することができない」、

「避難場所の設備生活環境が不安」と回答した者の割合が高いです。 

「精神障害者保健福祉手帳所持者」では、「周囲とコミュニケーションがとれ

ない」60％です。「投薬や治療が受けられない」ことが心配と回答したのは「自

立支援医療(精神通院)受給者証所持者、身体障害手帳所持者、精神障害者保健福

祉手帳所持者、複数手帳所持者」の順に髙い割合となっています。 

 

図表 31 災害時に心配なこと 
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投薬や治療が受けられない

補装具の使用が困難になる

救助を求めることができない

補装具や日常生活用具の入手

が困難になる

安全なところまで、迅速に避

難することができない

被害状況、避難場所などの情

報が入手できない

周囲とコミュニケーションが

とれない

避難場所の設備や生活環境が

不安

特にない

その他

不明

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

（％)
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■ 種別 × 災害時に心配なこと

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

126 8 6 39 87 266

40.8 13.6 40.0 57.4 40.8 40.1

38 3 3 2 17 63

12.3 5.1 20.0 2.9 8.0 9.5

54 26 6 11 65 162

17.5 44.1 40.0 16.2 30.5 24.4

48 7 3 8 26 92

15.5 11.9 20.0 11.8 12.2 13.9

117 28 7 18 100 270

37.9 47.5 46.7 26.5 46.9 40.7

59 23 5 7 61 155

19.1 39.0 33.3 10.3 28.6 23.3

48 24 9 11 75 167

15.5 40.7 60.0 16.2 35.2 25.2

131 27 4 30 87 279

42.4 45.8 26.7 44.1 40.8 42.0

44 6 3 14 23 90

14.2 10.2 20.0 20.6 10.8 13.6

1 1 0 2 6 10

0.3 1.7 0.0 2.9 2.8 1.5

34 10 1 3 23 71

11.0 16.9 6.7 4.4 10.8 10.7

309 59 15 68 213 664

避難場所の設備(ﾄｲﾚ
など)や生活環境が

不安

特にない

その他

不明

全体

種別

災害時に
心配なこと

投薬や治療が
受けられない

補装具の使用が
困難になる

救助を求めることが
できない

補装具や日常生活
用具の入手が
困難になる

安全なところまで、
迅速に避難すること

ができない

被害状況、避難場所
などの情報が
入手できない

周囲と
コミュニケーション

がとれない
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⑰【災害に備えていること】について 

【災害時に備えて準備しているものはありますか】という設問に対し、いずれ

の障害でも「特に何もしていない」と回答した者の割合が高いです。「水や飲料」、

「衣類やタオル」、「薬や紙おむつ」といった日常生活用品の備えもこの結果から

は十分ではない状況です。 

 

図表 32 災害に備えていること 
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水や飲料

衣類やタオル

杖や車いす

ヘルプカード、防災手帳

薬や紙おむつ

近所の人へ手助け依頼

避難場所と手段の確認

特に何もしていない

その他
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身体

療育

精神

自立支援

複数所持

（％)
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■　種別 × 災害に備えていること

身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

43 7 1 9 25 85

13.9 11.9 6.7 13.2 11.7 12.8

20 4 1 7 11 43

6.5 6.8 6.7 10.3 5.2 6.5

25 1 0 2 8 36

8.1 1.7 0.0 2.9 3.8 5.4

6 2 0 0 1 9

1.9 3.4 0.0 0.0 0.5 1.4

28 1 0 5 12 46

9.1 1.7 0.0 7.4 5.6 6.9

3 1 0 1 2 7

1.0 1.7 0.0 1.5 0.9 1.1

11 7 1 4 32 55

3.6 11.9 6.7 5.9 15.0 8.3

193 34 10 48 134 419

62.5 57.6 66.7 70.6 62.9 63.1

8 1 0 3 6 18

2.6 1.7 0.0 4.4 2.8 2.7

48 8 3 3 29 91

15.5 13.6 20.0 4.4 13.6 13.7

309 59 15 68 213 664

特に
何もしていない

種別

水や飲料

衣類やタオル
などの生活用品

杖や車いすなどの福祉
用具

ヘルプカード・
防災手帳

薬や紙おむつなどの医
療・介護用品

近隣の人などに
手助けを頼んでいる

避難場所と避難の手段
や手順を

確認している

上段:度数

下段:％

災害に備えて
いること

その他

不明

全体
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⑱【教育・療育(充実させるべき点)】について 介助者・保護者の方へ 

 

【あて名のご本人が受けている(受けていた)教育や学校生活について、さらに充

実させるべきだと思う点はありますか】という設問に対し、「療育手帳所持者」

では「就労に向けた教育」32.2％、「生活に対する支援」25.4％、「教職員の理

解・支援」23.7％となっています。 

 

図表 33 教育・療育について(充実させるべき点) 
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ガイドヘルパーによる

通学時の介助
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学時の介助
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特にない

その他

身体

療育
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（％)



40 

 

 

 

作品：障害者支援施設 太希おきなわ 

■　種別 × 教育・療育について(充実させるべき点)

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

3 11 0 3 12 29

1.0 18.6 0.0 4.4 5.6 4.4

6 8 0 1 36 51

1.9 13.6 0.0 1.5 16.9 7.7

2 5 0 0 5 12

0.6 8.5 0.0 0.0 2.3 1.8

3 3 0 2 5 13

1.0 5.1 0.0 2.9 2.3 2.0

10 15 1 3 30 59

3.2 25.4 6.7 4.4 14.1 8.9

5 9 0 7 21 42

1.6 15.3 0.0 10.3 9.9 6.3

2 14 0 6 17 39

0.6 23.7 0.0 8.8 8.0 5.9

2 19 0 6 19 46

0.6 32.2 0.0 8.8 8.9 6.9

2 6 0 1 10 19

0.6 10.2 0.0 1.5 4.7 2.9

22 6 2 10 24 64

7.1 10.2 13.3 14.7 11.3 9.6

1 0 0 0 4 5

0.3 0.0 0.0 0.0 1.9 0.8

268 21 12 45 116 462

86.7 35.6 80.0 66.2 54.5 69.6

309 59 15 68 213 664

種別

充実させるべき点

学習指導

施設や設備

ガイドヘルパーに
よる通学時の介助

スクールバスによ
る通学時の介助

生活に対する支援

友人との
関係づくり

教職員の
理解・支援

就労に向けた教育

クラブ・部活動な
どの課外活動

特にない

その他

不明

全体
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⑲【将来の暮らし】について 介助者・保護者の方へ 

【あて名のご本人には将来どのように暮らしてほしいですか】という設問に

対し、いずれの障害でも「自宅で家族と暮らしてほしい」とする割合が高いです。

「療育手帳所持者」では、「グループホームのような介護や支援、見守りがある

共同生活の場で暮らしてほしい」20.3％、「障害者入所施設などで暮らして欲し

い」26.7％です。「精神障害者手帳所持者」では、「グループホームのような介

護や支援、見守りがある共同生活の場で暮らしてほしい」26.7％です。 

 

図表 34 将来の暮らし(介助者･保護者の方へ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.8 

25.4 

26.7 

25.0 

23.0 

2.6 

13.6 

0.0 

10.3 

4.7 

5.2 

20.3 

5.9 

5.6 

1.3 

8.5 

26.7 

1.5 

17.4 

3.9 

1.7 

0.0 

1.5 

8.0 

1.0 

0.0 

0.0 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

自宅で家族と暮らしてほしい

自立してアパートやマンションを借りるなどして暮らしてほしい

グループホームのような介護や支援、見守りがある共同生活の場で暮らしてほしい

障がい者入所施設などで暮らしてほしい

わからない

その他

不明回答を除く

■　種別 × 将来の暮らし(介助者･保護者の方）

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

52 15 4 17 49 137

16.8 25.4 26.7 25.0 23.0 20.6

8 8 0 7 10 33

2.6 13.6 0.0 10.3 4.7 5.0

16 12 0 4 12 44

5.2 20.3 0.0 5.9 5.6 6.6

4 5 4 1 37 51

1.3 8.5 26.7 1.5 17.4 7.7

12 1 0 1 17 31

3.9 1.7 0.0 1.5 8.0 4.7

3 0 0 0 3 6

1.0 0.0 0.0 0.0 1.4 0.9

214 18 7 38 85 362

69.3 30.5 46.7 55.9 39.9 54.5

309 59 15 68 213 664

種別

将来の暮らし
(介助者･

保護者の方）

自宅で家族と
暮らしてほしい

自立してアパートや
マンションを借りるなど
して暮らしてほしい

グループホームのような
介護や支援、見守りがあ

る共同生活の場で
暮らしてほしい

障害者入所施設などで暮
らしてほしい

わからない

その他

不明

全体
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◆18歳未満の方におたずねします 

 

⑳【障害児の療育(充実させるべき点)】について 介助者・保護者の方へ 

【あて名のご本人が受けている療育や支援について、さらに充実させるべき

だと思う点があるか】の設問に対し、「身体障害者手帳所持者」では、「保育園・

幼稚園・小中学校・高等学校・支援学校での支援」「保護者への支援」の順に高

いです。「療育手帳所持者」では「療育を行う施設の増員」57.1％、「自立支援

医療(精神通院)受給者証」では、「友人・知人など、人との関わり方に対する支

援」、「療育を行う施設の増設」、「特にない」がそれぞれ 40％、「複数手帳所持

者」では、「保護者への支援」、「保育園・幼稚園・小中学校・高等学校・支援学

校での支援」が各 40％となっています。 

 

図表 35 障害児の療育(充実させるべき点) 
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40.0 

20.0 

0.0 

36.4 
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36.4 

45.5 

36.4 

36.4 

27.3 

36.4 

45.5 

9.1 

0.0 

18.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

会話やトイレなど日常生

活に対する支援

学習に対する支援

友人・知人など、人との

関わり方に対する支援

保護者への支援

療育を行う施設の増設

費用に対する補助

送り迎えなど通園・通学

に対するサービス

療育の内容や施設につい

ての情報

保育園・幼稚園・小中高

校・支援学校での支援

特にない

その他

不明

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

（％)



43 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     障害者スポーツ大会の様子 

 

■　種別 × 障害児の療育(充実させるべき点)

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

1 6 0 0 4 11

14.3 42.9 0.0 0.0 36.4 29.7

1 6 0 1 4 12

14.3 42.9 0.0 20.0 36.4 32.4

0 6 0 2 4 12

0.0 42.9 0.0 40.0 36.4 32.4

3 2 0 1 5 11

42.9 14.3 0.0 20.0 45.5 29.7

1 8 0 2 4 15

14.3 57.1 0.0 40.0 36.4 40.5

2 3 0 1 4 10

28.6 21.4 0.0 20.0 36.4 27.0

2 5 0 0 3 10

28.6 35.7 0.0 0.0 27.3 27.0

3 6 0 1 4 14

42.9 42.9 0.0 20.0 36.4 37.8

4 5 0 1 5 15

57.1 35.7 0.0 20.0 45.5 40.5

1 3 0 2 1 7

14.3 21.4 0.0 40.0 9.1 18.9

0 1 0 1 0 2

0.0 7.1 0.0 20.0 0.0 5.4

0 1 0 0 2 3

0.0 7.1 0.0 0.0 18.2 8.1

7 14 0 5 11 37

100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 100.0

種別

充実させるべき点

会話やトイレなど
日常生活に対する支援

学習に対する支援

友人・知人など、人との
関わり方に対する支援

保護者への支援

療育を行う施設の増設

費用に対する補助

送り迎えなど通園・
通学に対するサービス

療育の内容や施設
についての情報

保育園・幼稚園・
小中高校・

支援学校での支援

特にない

その他

不明

全体
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◆18歳未満の方におたずねします 

 

㉑【就労するために重要なこと】について 

【あて名のご本人が将来仕事に就くために重要だと思われることは何ですか】

という設問に対し、障害別に一番高い割合をみると、「身体障害者手帳所持者」

では、「就職に向けた本人、家族の意識啓発」71.4％、「療育手帳所持者」は、

「障害特性に配慮した職場環境の整備」85.7％、「自立支援医療(精神通院)受給

者証所持者」は、「就職後の相談・支援」80％、「複数手帳所持者」は、「就職に

向けた本人、家族の意識啓発」54.5％となっています。 

 

図表 36 就労するために重要なこと 
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就職に向けた本人、家族の意識啓発

就職に向けた相談

給料が充実していること

就職先の紹介などの支援

就職に必要な知識・技術などの習得

本人の健康管理などの支援

障がい特性に配慮した職場環境の整備

就職後の相談・支援

就労に必要なコミュニケーション技術などの習得

企業、上司、同僚の理解

わからない

その他

不明

身体

療育

精神

自立支援

複数所持

（％)
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■　種別 × 就労するために重要なこと

上段:度数

下段:％ 身体 療育 精神 自立支援 複数所持 合計

5 6 0 1 6 18

71.4 42.9 0.0 20.0 54.5 48.6

2 6 0 1 3 12

28.6 42.9 0.0 20.0 27.3 32.4

1 4 0 1 4 10

14.3 28.6 0.0 20.0 36.4 27.0

2 7 0 1 5 15

28.6 50.0 0.0 20.0 45.5 40.5

3 11 0 3 5 22

42.9 78.6 0.0 60.0 45.5 59.5

2 2 0 1 1 6

28.6 14.3 0.0 20.0 9.1 16.2

4 12 0 3 4 23

57.1 85.7 0.0 60.0 36.4 62.2

1 9 0 4 5 19

14.3 64.3 0.0 80.0 45.5 51.4

1 11 0 2 4 18

14.3 78.6 0.0 40.0 36.4 48.6

3 10 0 3 5 21

42.9 71.4 0.0 60.0 45.5 56.8

1 0 0 0 2 3

14.3 0.0 0.0 0.0 18.2 8.1

0 0 0 0 2 2

0.0 0.0 0.0 0.0 18.2 5.4

0 1 0 0 1 2

0.0 7.1 0.0 0.0 9.1 5.4

7 14 0 5 11 37

就労するために

重要なこと

就職に向けた本人、

家族の意識啓発

就職に向けた相談

給料が充実

していること

就職先の紹介

などの支援

就職に必要な知識・

技術などの習得

本人の健康管理

などの支援

障害特性に配慮した

職場環境の整備

就職後の相談・支援

就労に必要な

コミュニケーション

技術などの習得

企業、上司、

同僚の理解

わからない

その他

不明

全体

種別
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調査票自由記述より 

項目 意見等 年代・障害別等級 

１ 

困っている

こと 

（当事者･

家族のニー

ズ） 

①点字ブロックへの迷惑駐車。 

②公共交通サービスの充実。 

③後見人のことで悩んでいる。 

④更生医療や医療費が高い。 

⑤補装具購入の給付金を増やしてほしい。 

⑥視覚障害者用音声パソコンソフトの再度補助。 

⑦福祉サービス事業所が多すぎて何がいいのかわか

らない。理解できる何かを作ってほしい。 

⑧グループホームの施設が少ない。 

⑨気軽に相談できる場所がほしい。 

⑩障害者が気兼ねなく遊べる施設があればいい。 

10代･身体 1級 

70代･身体 6級 

50代・身体 1級 

50代・精神 3級 

70代・身体 5級 

40代・身体 1級 

 

10代・療育 A2 

30代・療育 B1 

10歳未満・療育B1 

年代・障害別等級未記載 

２ 

災害に備

えている

こと 

①避難場所と避難の手段がわからない。 

②情報が入らず、どこへどう避難したらいいいのかわ

からない。 

③通っている学校に避難出来ると安心。 

20代・身体 1級 

 

30代・療育 B2 

10代・身体 1級 

３ 

地域との 

関わり 

①障害に対する地域の方々の理解が深まるよう啓蒙

活動を実施してほしい。 

②障害者の交流会を開催してほしい。 

③認知症サポーターになってほしい。 

④障害の有無や年齢に関わらず、それぞれの特性を生

かして交流し、相互共存していける地域づくりをして

ほしい。 

⑤目に見える障害でないと周囲が理解してくれない。 

10歳未満・療育B1 

60代・療育 A2 

80代・未記載 

 

 

50代・未記載 

年代・障害別等級未記載 
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項目 意見等 年代・障害別等級 

４ 

行政に 

対して 

①障害者の権利を守ってほしい。 

②障害者に関することや福祉サービスについて情報

発信してほしい。 

③役場窓口への手話通訳配置。 

④町外に暮らしている(施設入所)町民にも、出身地域

の広報誌を送ってほしい。 

80代・身体 3級 

 

10代・身体 1級 

20代・身体 4級 

 

50代・身体 2級 

５ 

就労に 

ついて 

①障害者の給料アップ、仕事を増やして欲しい。 

②一般就労で出来ることもあると思う。両親の死後、

自立自活できるような支援を行政として後押しし 

てほしい。 

③精神障害を雇用する企業の紹介をしてほしい。 

④自宅で出来る内職があれば教えてほしい。 

20代・療育 B2 

 

 

40代・精神 3級 

40代・精神 2級 

40代・精神 1級 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作品：仲里 忍さん 
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(2) アンケート調査結果からみえてきたこと 

 

＜日常生活について＞ 

身体障害手帳所持者は、自宅で配偶者と暮らしている割合が高く、日常生活を

ひとりでできることが多い傾向にあります。 

また、就労していない人が多く、理由としては「働く理由がない」と回答した

人の割合が高いです。就労支援では、「短時間勤務や日数などの配慮」が求めら

れています。 

福祉サービスでは「利用している福祉サービスはない」という回答が多く、ま

た「今後も利用したい福祉サービスはない」との傾向がみられました。 

今後も地域で生活するためには、「必要なサービスが利用できること」、「経済

的な負担の軽減」を必要としている声が多数となっています。 

 

療育手帳所持者は、親・祖父母と自宅に暮らしている割合が高く、日常生活で

は誰かに助けてもらわないといけない状況がみてとれます。 

また今後、地域で生活するためには、「働く場の確保」を望む声が多いです。 

日中の過ごし方としては、保育園・幼稚園や学校に通ったり、福祉施設、作業

所に通っているケースがほとんどです。 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者は、親・祖父母と暮らし、介助してもらってい

る人が多く、日常生活では、ひとりでできる人と全部手伝ってもらえる人の二極

に分かれている傾向が高くなっています。 

 

自立支援医療(精神通院)受給者証所持者は、親・祖父母や配偶者と暮らしてい

る人が多くて、介助や支援を受けています。 

また、日常生活ではひとりで出来る割合が高くなっており、日中は自宅で過ご

していることが多く、外出は週に数回で、「買い物や病院など医療機関への受診

のため」とする回答が多いです。 

 

 

＜今後の生活について＞ 

いずれの障害でも、なるべく「自宅で過ごしたい」という回答をした人の割合 

は高い傾向です。今後も地域で過ごすため必要な支援として、「必要なサービス

が利用できること」、「経済的な負担の軽減」を求める回答が多いです。 

一方で、今後利用したい福祉サービスについては、ほとんどの障害で「利用し

たい福祉サービスはない」と回答しており、今後は障害ごとのニーズを細かく把

握する必要があります。 

 



49 

 

また、療育手帳所持者は、学校や買い物時に障害があることで差別を受けたり、

嫌な思いをした経験の割合が高いことから、今後は地域住民の理解を深める対

策はもちろん、交流やネットワークづくりが必要となっています。 

 

＜障害や福祉サービスの情報＞ 

悩み事や困ったことがあったとき、相談する相手としては「家族や親戚」、「施

設の支援員等」と身近な人に相談する場合がほとんどです。 

その情報源としては、「家族など身近な関わりがある人」以外に、「行政の窓

口」、「新聞、雑誌の記こと、テレビやラジオのニュース」と回答した方が多数で

す。 

障害別にみると、精神障害者保健福祉手帳所持者では、「施設の支援員など」、

自立支援医療（精神通院）受給者証所持者は「かかりつけの医師や看護師」が多

くなっていることから、医療機関等の従事者への情報提供も重要な部分です。 

 

＜就労について＞ 

療育手帳所持者では、通所施設で就労している割合が高いです。 

また、働くために必要な支援としては、「通勤手段の確保」、「職場における障

害の理解」を挙げる割合が高く、今後利用したい福祉サービスとしても「就労継

続支援」が多くなっています。 

自立支援医療(精神通院)受給者証所持者は、就労している割合も高く、形態と

しては、「企業などで正社員」として働いている割合が障害別には一番高くなっ

ています。 

働くために必要な支援としては、「職場における障害の理解」、「短時間勤務や

日数などの配慮」を求める割合が高いです。 

 

 

＜まとめ＞ 

障害の種別に関わらず「自宅で暮らしたい」との意向があることから、障害を

持ちながらも、今後地域で暮らしていくためには、障害者の居場所の確保、当事

者とともにその人を取り巻く家族に対する支援、地域住民の理解とネットワー

クづくり、障害者のサポート体制、障害者の就労支援が必要となっています。 
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(3) ヒアリング調査からの主な意見・課題 

 

本計画を策定するにあたり、障害者やその家族と関わることの多い、町内外に

ある放課後等児童デイサービス、就労支援施設、相談支援事業所など、関連団体

等へ、障害者の皆さんの現状把握等を目的にヒアリングを実施しました。 

 

項目 ヒアリング結果 

１ 

設置までに 

困難だった点 

①今の場所に落ち着くまで、大家さんの理解がもらえなかった。 

②利用者の確保。 

２ 

事業所・当事者・

家族のニーズ 

①放課後児童デイサービスの延長、日中一時預かりのニーズに応え

られているか不安。 

②友達との関わり合いを持たせてほしい。集団になじめないので、大

勢の場に行かせたい。 

③コミュニケーション力をつけさせたい。親子合同企画や地域の方

との交流を図りたい。 

３ 

困っていること 

①多くの父兄から学校に対する不満や先生に対する相談が多い。 

②マンパワー不足。 

③障害者の両親が高齢となり関わりが少なくなった。過保護な親の

子に対する過干渉。 

④家族のニーズに応えきれていない。入所問題で受入先が無いなど。 

⑤サービスの利用方法がわからない。家族からの言葉の暴力。 

⑥集中力・体力の問題から農作業が続かない。 

４ 

災害に 

備えていること 

①指定避難先は狭く立地に問題ある。 

②施設が 2階にあるので不安。事業所として備蓄なし。 

③避難先と指定されている公民館に備蓄品もなく、海抜も事業所が

ある所より低い。 

④八重瀬町障害福祉事業所定期連絡会やえまーるでの勉強会、講習

会での情報共有。 

⑤島尻消防協力のもと、年３回以上の避難訓練実施。 

⑥夜間避難訓練を含み年 3回実施。 

⑦訓練は B 型就労支援のみ実施。 
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項目 ヒアリング結果 

５ 

地域との 

関わり合い 

①地域と交流の機会を持ちたい。 

②公民館や児童館を利用することはあるが、地域との関わりはあま

りない。 

③幼稚園での交流は時々ある。 

④地域のゴミ拾いをしている。 

⑤利用者の社会参加を促進するために、町のホールや公共の場の提

供をお願いしたい。地域の方々との交流を深めるために、場の提供と

参加事業を作ってほしい。 

⑥清掃活動を通して連携をとっている。 

⑦地域行事への参加。 

⑧ボランティア活動の一環として、地域の清掃活動へ参加。 

６ 

関係機関・ 

他業者との 

連携 

①以前から付き合いのある団体とは連携・情報共有がある。 

②学校、教育委員会などとは連携している。 

③小学 4年生を対象に障害者に対する学習会の実施。 

④八重瀬町障害福祉事業所定期連絡会やえまーるの勉強会へ参加。

相談事業所間での勉強会へ参加。教育委員会とも連携・情報共有して

いる。 

７ 

今後の展開 

①支援力（介護力）に力を入れたい。 

②就労にまで持っていくこと。 

③地域に溶け込む体制づくり。 

④生活介護、就労支援への展開を考えている。 

⑤ボーダーの児童対策、引きこもり児童の実態把握。 

⑥児童のサービスに係る事業の展開を検討中。地域社会の一員とし

て喜びを提供したい。 

８ 

行政に対して 

①公園整備（遊具管理）を行政にお願いしたい 

②地域活動の事業所（旧役場）の老朽化。安全面で困っている。安全

な場所の提供をお願い。 

③地域支援センターと一般相談が一緒になって活動出来る場所が１

つあればいい。 
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(4) アンケート調査・関係団体ヒアリングの結果からみえてきたこと 

 

 アンケート調査やヒアリングの結果をもとに、八重瀬町の障害者福祉施策に

必要なキーワードが５つみえてきました。これらのキーワードをヒントに施策

の展開を図ります。 

*施策は P58～70に掲載* 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地域との関わり 

障害者にとって、住み慣れた地域に住むことを誰にも拒否されてはいけ

ません。地域と関わりをもつことは、障害者が自宅で暮らしたいというニ

ーズに応える手段のひとつになります。また、地域にあるグループホーム

や入所施設等と何らかの関わりを持ち、相互理解を深めることで「障害者

が地域で暮らす」サポートにつながります。 

これは、防災の観点からも言えることで、地域と関わりを持つことが命

を守ることにもつながります。 

 

関連する主な施策№(18)(23)(25)(39)(43)(44) 

 

 

②伝えること・知ること 

障害者はその生活や考えていること、困っていることなどを地域住民へ

伝えるということを大切にします。 

地域住民は、障害者の特性等の情報や障害に関するシンポジウムなどに

参加し、障害者を知るということを大切にします。 

それら、一つひとつを組み合わせていくなかで、相互理解を深め、地域

に住んでいる障害者が何を必要としているのか「我が事」として捉えてい

きます。 

 

関連する主な施策№(1)(5)(6)(7)(23)(25) 
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③災害対策 

災害対策としては、「避難場所や避難の手段がわからない」と回答した

者、避難に必要なこととして「安全な場所まで迅速に避難が出来ない」、「近

所にサポートしてくれる人がいない」と回答した者がいます。 

また、災害時の備えについては、障害者個人としても、障害者に関連する

事業所としても「特に何もしていない」と回答が多いことは、不測の事態に

備えて、町民一人ひとりはもちろん、障害者本人やその家族も「災害に対す

る心構え」を持つ必要があります。 

 

関連する主な施策№(8)(9)(10)(11)(12)(41) 

 

 

④就労に関すること 

障害者の就労については、「自立したい」と希望する者もいます。 

就労支援では、「短時間勤務や日数の配慮、障害に対する理解」を求める

意見があることから、事業所への情報提供等を行う、また役場や公的機関に

おいては、障害者団体等の商品の優先購入をすることで、障害者の就労の継

続を図ります。 

 

関連する主な施策№(4)(13)(14)(15)(16) 

 

 

 
⑤人権に関すること 

障害者が差別を感じたことがあると回答した中で、住んでいる地域や職場、

冠婚葬祭の場など「差別を地域で感じた」ことがある人が多かったことを受

け、人権に関する普及啓発を図り、障害者やその家族の人権を守ります。 

 

関連する主な施策№(1)(3)(4)(5)(7)(23)(37)(41) 
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１ 基本理念と基本目標 

八重瀬町総合計画では、障害者福祉の方針を「結いの心で支え合う ふれあい

のまちづくり」と設定しています。その中では、地域で自立した生活ができるよ

う在宅福祉サービスの充実、働ける場の確保など社会的支援の充実、町内公共施

設のバリアフリー化の推進等、多方面から展開していくとしています。 

本計画の基本理念は、総合計画の方針と前計画のノーマライゼーション、リハ

ビリテーション、障害者の社会への参加･参画、障害のある･なしに関わらず、同

じ地域に暮らす住民同士の共感や支え合いを強調する観点から定めている「う

まんちゅの魂が結び合うまち 八重瀬」を継承します。 

 本町を代表する教訓歌である汗水節には、【公衆為も 我が為ゆと思て 百勇

みいさで 尽しみしょり（公衆のことを自分のことと思って皆のために頑張ろ

う）】という、町民全体のことを自分の為と考え、皆のために尽くしていこうと

いう歌詞の一節があります。 

これは厚生労働省が進めている【地域共生社会の実現】に向けて「我が事・丸

ごと」と重なる部分でもあります。地域課題の解決力の強化、地域丸ごとのつな

がりの強化、地域を基盤とする包括的支援の強化、専門人材の機能強化･最大の

活用という４つの基本骨格のもと進められます。 

本町においても、住民一人ひとりが支え合いを育み、暮らしに安心感と生きが

いを生み出し、本町のもつ様々な地域資源を生かすことで、暮らしと地域社会に

豊かさを生み出していき、これからの福祉の地域づくりを目指します。 

また、基本理念を支える基本目標を３つ設定することで、障害者計画の施策を

推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章 第 3 期障害者計画の基本理念と基本目標 
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基本理念 

うまんちゅの魂が結び合うまち 八重瀬 

基本目標２ 

地域で支えよう 

彩りのある暮らし 

基本目標３ 

暮らし続けよう 

住み慣れた地域で 

基本目標１ 

汗水
あしみじ

で築こう 

地域のきずな 
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１ 障害者施策の体系 

 本計画では、地域共生社会の実現を踏まえて、基本理念を「うまんちゅの魂が

結び合うまち 八重瀬」とし、３つの基本目標を設定、施策の方向性として７項

目設けました。本計画を推進するために 44 の個別施策で支えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 

うまんちゅの魂が結び合うまち 八重瀬 

基本目標１  

汗水
あしみじ

で築こう 

地域のきずな 

基本目標２  

地域で支えよう 

彩りのある暮らし 

基本目標３  

暮らし続けよう 

住み慣れた地域で 

施策の方向 

44の個別施策 

１ 

意
識
啓
発
・福
祉
教
育 

７ 

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

障
害
福
祉
計
画 

６ 

生
活
支
援
・住
環
境 

２ 

地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
、 

 
 

 

防
災
・防
犯
、
情
報
提
供 

３ 

就
労
、
余
暇
、
交
流
等
社
会
参
画 

４ 

障
害
の
あ
る
子
の
保
育
・療
育
、
教
育 

５ 

保
健
・医
療
・福
祉 

第 4 章 障害者施策の展開（八重瀬町障害者計画） 
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2 施策の展開 

 

 

 

 

施策の方向【１ 意識啓発・福祉教育 】 

個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(１) 

広報活動の充実 

 

継 続 

町広報誌やホーム

ページなど、既存

の広報手段に加え

当事者へ伝わりや

すい方法を検討す

る。 

(社会福祉課・企画

財政課) 

自ら発行する

広報物、ネット

ワークを活用

して支援制度・

サービス等に

関する情報発

信をする。 

情報提供等に

ついて、当事

者の立場から

具体的な充

実･改善策を

町役場・町社

協・福祉団体

等へ提案す

る。 

行政サービス

や障害者団

体、福祉施設

のイベント･

活動等の PR

に協力する。 

(2) 

福祉制度･サービ

スの説明会等、障

害者支援制度に関

する普及啓発 

 

継 続 

福祉関係者や町民

向けに、各種障害

者支援制度の概要

や利用方法等を説

明する機会の充実

を図る。 

(社会福祉課) 

町民向けに、各

種障害者支援

制度の概要や

利用方法等を

説明する機会

の充実を図る。 

また、組織内研

修会を実施す

る。 

積極的に説明

会等に参加す

る。 

説明会等に積

極的に参加す

る。 

また、地域や

事業所内で説

明会等の周知

を図る。 

(3) 

障害者への虐待防

止の意識啓発 

 

継 続 

障害者虐待防止法

に基づき、市町村

障害者虐待防止セ

ンターを設置する

とともに、町民向

けに虐待防止の意

識啓発を行う。 

(社会福祉課) 

 

町役場と連携

して、意識啓発

や相談窓口の

周知などを図

る。 

障害のある家

族の介護に関

する悩みやそ

の他の困りご

とについて

は、抱え込ま

ずに積極的に

町役場や町社

協等に相談す

る。 

身の回りの障

害のある人や

その家族等が

話やすい職

場･地域の雰

囲気づくりに

努める。 

基本目標１ 汗水で築こう 地域のきずな 



59 

 

個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(4) 

障害者差別解消法

の周知 

 

新 規 

障害を理由とする

差別の解消に向

け、町民や事業所

に対して周知を図

る。 

また、障害者差別

の解消に向けた規

則や要綱等の制

定、協議会の設置

を図る。 

(社会福祉課) 

 

当事者への説

明はもとより

町役場と連携

して、意識啓発

などを図る。 

差別を感じた

時は、町役場

等へ相談をす

る。 

障害のある人

やその家族等

から差別につ

いて相談を受

けた場合は、

町役場や町社

協へ相談す

る。 

(5) 

学校での人権及び

福祉学習の充実 

 

継 続 

教職員へ人権･福

祉学習に関する研

修等を実施し、指

導内容の充実を図

る。 

(学校教育課・社会

福祉課) 

 

教職員の研修

へ講師派遣や

情報提供等で

協力する。 

当事者の立場

から、障害者

の権利や福祉

等の現状を伝

える。 

学校等で行わ

れる人権・福

祉学習に協力

する。 

(6) 

生涯学習における

福祉人材の育成 

 

継 続 

生涯学習講座等を

通じて、地域福祉

活動に参画する人

材を育成する。 

(社会福祉課・生涯

学習文化課) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講座等へ講師

派遣などを行

い、人材育成を

支援する。 

当事者の立場

から、支援ニ

ーズ等を伝え

る。 

積極的に講座

等へ参加す

る。 
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個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(7) 

福祉ネットワーク

拠点の設置 

 

継 続 

町社協や福祉関係

機関･団体等と連

携し、福祉に関す

る情報発信や学習

が出来る拠点を設

置する。 

(社会福祉課) 

 

拠点で活躍す

る人材 ( ＣＳ

Ｗ・コミュニテ

ィーソーシャ

ルワーカー)等

を育成または

配置する。 

設置に関し

て、当事者の

立場から助言

等を行う。 

福祉に関する

情報発信や学

習に協力す

る。 

 

 

施策の方向【２ 地域ネットワーク構築、防災･防犯、情報提供 】 

個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(8) 

地区ワーカーとの

連携による相談支

援体制の強化 

 

継 続 

町社協会と連携

し、地域におけ

る相談支援体制

の強化を図る。 

(社会福祉課) 

地区ワーカー

を継続して配

置する。福祉

事業所等と情

報交換を図

る。 

居住地区のワ

ーカーの把

握。困ったこ

とがあれば積

極的に相談す

る。 

居住地区のワ

ーカーを把握。

支援を必要と

する当事者や

家族等を相談

につなげる。 

(9) 

安全ネットワーク

の確立 

 

継 続 

災害時要援護者

支援台帳の定期

的な情報更新･

具体的な支援ニ

ーズの情報収集

等を行い、災害

時に適切な援護

が実施できる体

制をつくる。 

(社会福祉課・総

務課) 

 

 

 

町役場や関係

機関・団体間

で災害時に援

護が必要と思

われる人につ

いての情報共

有と支援体制

をつくる。 

当事者として

災害時に援護

が必要だと感

じる場合、家

族・近隣の方・

町役場等に援

護や支援が必

要であること

を伝える。 

家庭や地域、職

場で災害時に

援護が必要と

思われる人を

把握しておく。 



61 

 

個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(10) 

福祉避難所の 

設置 

 

新 規 

避難所の設置及

び設置後に周知

広報を行う。 

(社会福祉課) 

町役場や関係

機関・団体間

で避難が必要

と思われる人

について、情

報共有を図

る。 

 

避難所の設置

に関して、当

事者の立場か

ら助言等を行

う。 

障害者等が避

難所へ移動が

必要な際には、

サポートをす

る。 

(11) 

緊急通報システム

の利用促進 

 

継 続 

緊急通報システ

ムの活用につい

て、周知を図り、

利用を促進す

る。 

(社会福祉課) 

 

 

緊急通報シス

テムの活用に

ついて、当事

者やその家族

に情報提供を

行う。 

一人暮らしの

場合、利用を

検討する。 

緊急通報シス

テム利用を必

要とする当事

者や家族等を

町役場への相

談につなげる。 

(12) 

バリアフリーマッ

プの作成･配布 

 

継 続 

障害者専用駐車

場や障害者用ト

イレなどが設置

されている施設

等をまとめたマ

ップ等を作成

し、配布を行い

情報提供に努め

る。 

(社会福祉課) 

マップの配

布、活用を支

援する。 

マップを活用

して積極的に

外出すると同

時に、掲載情

報の更新や追

加等について

当事者として

助言を行う。 

店舗･事業所に

おいては、施設

のバリアフリ

ー化に努める。 
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施策の方向【３ 就労、余暇、交流等社会参画 】 

個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(13) 

雇用促進･就労

訓練等に関する

情報の提供 

 

継 続 

障害者就業生活支

援センター、ハロ

ーワーク等と連携

し、雇用や就労支

援、訓練、助成金

等の情報提供を行

う。 

(社会福祉課・観光

振興課) 

 

障害者就業支

援センター、

ハローワーク

等と連携し、

雇用や就労支

援、訓練、助成

金等の情報提

供を行う。 

就労訓練等に

関する制度に

ついて、情報

を収集･活用

する。 

地域は地域内

で情報提供を

図る。 

事業所は障害

のある人の雇

用支援制度等

を活用する。 

(14) 

町役場及び公的

機関等での雇

用･優先発注の

促進 

 

継 続 

役場及び関係機関

で障害者雇用を目

指すと共に、障害

者団体等の商品・

サービスを優先購

入する。 

(社会福祉課・総務

課) 

 

当事者がより

付加価値の高

い商品･サー

ビス提供がで

きるよう支援

する。 

付加価値の高

い商品･サー

ビスを目指

す。 

障害団体等の

商品･サービ

スを積極的に

購入する。併

せて求める商

品･サービス

等のニーズを

伝える。 

(15) 

民間事業所への

雇用･障害者団

体等の商品･サ

ービス購入要請 

 

継 続 

民間事業所に対

し、障害のある人

の雇用や障害のあ

る人が作った商品

やサービスを積極

的に購入するよう

要請する。 

(社会福祉課) 

 

 

 

民間事業所に

対し、障害の

ある人の雇用

や就労につい

て、助言や支

援、理解を求

める。 

商品･サービ

スのＰＲに努

める。 

障害者団体等

の商品サービ

スを積極的に

購入･販売す

る。 

基本目標２ 地域で支えよう 彩りのある暮らし 
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個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(16) 

就労支援事業所

の支援と活用 

 

継 続 

就労支援事業所の

周知や情報提供を

通じて支援する。 

また事業所が請け

負う作業やサービ

スを積極的に活用

する。 

(社会福祉課) 

行政の支援を

活用し、当事

者と家族への

対応を充実さ

せる。 

利用者として

事業者と対等

な立場でニー

ズを伝える。 

就労支援事業

所が請け負う

作業やサービ

スを積極的に

活用する。 

(17) 

障害者交流･ 

情報交換の場の

確保 

 

継 続 

地域活動支援セン

ターを活用し、障

害のある人、その

家族の交流、情報

交換を行う機会を

図る。 

(社会福祉課) 

 

ＣＳＷと連携

して小地域で

の活動への参

加を促し、現

在実施してい

る事業の周知

を図る。 

積極的に交流

の機会を活用

し、情報交換

を行う。 

交流会等に関

するチラシや

ポスターなど

の設置し、情

報提供を図

る。 

(18) 

地域活動への参

加促進 

 

継 続 

障害のある人も参

加できる生涯学習

活動や障害者スポ

ーツの普及を図

る。 

(社会福祉課・生涯

学習文化課・スポ

ーツ振興課) 

 

当事者の地域

行事への参加

を促すととも

に、受け入れ

側に対する助

言等を行う。 

地域活動への

参加にあたっ

て、障壁要因

などを、町役

場や地域活動

の主催者等に

伝える。 

地域行事等に

おいて、障害

のある人も参

加しやすい運

営や企画を考

える。 

(19) 

障害のある人の

情報へのアクセ

ス手段の確保 

 

継 続 

手話通訳･要約筆

記者の派遣事業や

町ホームページの

改善等を図り、障

害のある人がより

情報を得ることが

できるようにす

る。 

(社会福祉課・企画

財政課) 

手話･音訳等

のボランティ

ア、サークル

育成、活動支

援を継続す

る。また、社協

だよりや町広

報の音訳物の

配布を継続す

る。 

日常生活の

様々な場面

で、具体的に

どのような手

段･情報が必

要かを町役場

等に伝え改善

を働き掛け

る。 

職場や小売

店･飲食店等

で点字表示な

ど、障害のあ

る人でも利用

しやすい掲示

等を行う。 
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施策の方向【４ 障害のある子の保育･療育、教育 】 

個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(20) 

障害児保育及

び療育の充実 

 

継 続 

障害児保育の充

実のため、専門家

による巡回指導

を強化するとと

もに、研修等を実

施する。また発達

障害や支援が必

要な子の保育の

充実のため、保育

士の加配等につ

いて検討する。 

(社会福祉課・児童

家庭課) 

障害のある児

童への対応に

ついて、保育

所等へ情報提

供を行う。 

当事者の立場

から町役場等

に支援ニーズ

を伝える。 

身の回りの

支援が必要

と思われる

子やその家

族に対し、

町役場等へ

の相談を促

す。 

(21) 

就学指導体制

の強化 

 

継 続 

障害のある児童

や支援が必要な

子に関する役場

内の情報共有･活

用に関するルー

ルや仕組みづく

りを推進し、切れ

目のない支援を

確保する。 

(社会福祉課・学校

教育課・児童家庭

課) 

学校等と連携

して、障害の

ある児童等の

支援について

協力する。 

当事者の立場

から、児童の就

学に対する要

望･ニーズを伝

える。 

身の回りの

支援が必要

と思われる

子やその家

族に対し、

町役場等へ

の相談を促

す。 

(22) 

学校施設等の

バリアフリー

化 

 

継 続 

町立小中学校や

幼稚園等の建て

替えや修繕等に

合わせて施設の

バリアフリー化

を図る。 

(学校教育課・児童

家庭課) 

障害者自立支

援協議会等の

障害の児童に

関する協議の

場で、学校施

設等のバリア

フリー化に関

し、提案･助言

を行う。 

当事者の立場

から要望･ニー

ズを伝える。 

職場や店舗

等、不特定

多数の人が

出入りする

施設につい

ては、バリ

アフリー化

を図る。 
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個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(23) 

地域活動への

参加 

 

継 続 

障害のある児童

の子ども会活動

等、地域活動への

参加を促進する。

(社会福祉課・学校

教育課・生涯学習

文化課) 

当事者の地域

行こと･活動

への参加を支

援するととも

に、受入側に

対する助言等

を行う。 

地域活動への

参加にあたっ

て、障壁となっ

ている要因な

どを、町役場や

地域活動の主

催者等に伝え

る。 

 

障害のある

児童も参加

しやすい運

営方法や企

画 を 考 え

る。 

(24) 

放課後等デイ

サービス等の

周知 

 

継 続 

障害のある児童

の発達を支援す

るために、相談窓

口やその他福祉

サービスの周知

を図る。 

(社会福祉課) 

利用が適切と

思われる児童

生徒の保護者

等に対し、情

報提供を行

う。 

利用者として

事業者と対等

な立場でニー

ズを伝える。 

身の回りの

支援が必要

と思われる

子やその家

族に対し、

町役場等へ

の相談を促

す。 

 

(25) 

親子通園事業

等、通所サービ

ス充実の検討 

 

継 続 

障害児の発達支

援のために、親子

通園事業等を検

討する。 

(社会福祉課・児童

家庭課) 

利用が適切と

思われる児童

生徒の保護者

等に対し、情

報提供を行

う。 

当事者の立場

から要望･ニー

ズを伝える。 

身の回りの

支援が必要

と思われる

子やその家

族に対し、

町役場等へ

の相談を促

す。 
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施策の方向【５ 保健･医療･福祉 】 

個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(26) 

町民の健康づ

くり推進 

 

継 続 

住民健診等の受

診勧奨を強化

し、生活習慣病

の予防･早期発

見等を図り、障

害の発生予防に

努める。 

(健康保険課) 

健診等の受診

を促すととも

に健康づくり

等に関する情

報提供・収集

などに協力す

る。 

欠かさず住民

健診･職域健

診等を受診

し、健康管理

に努める。 

職域健診等を

実施し、職場で

の健康管理に

努める。 

(27) 

母子保健事業

の推進と健診

等の機会の活

用 

 

継 続 

妊婦健診、乳幼

児健診等の受診

勧奨を強化し、

母子の健康管理

を充実させ、障

害の早期発見を

図る。また、健診

等の機会を活用

して、子どもの

健康や発達に関

する悩みを相談

や支援などにつ

なげる。 

(社会福祉課・健

康保険課・児童

家庭課) 

健診等の受診

を促すととも

に健康づくり

等に関する情

報提供・収集

などに協力す

る。 

欠かさず住民

健診･職域健

診等を受診

し、健康管理

に努める。 

職域健診等を

実施し、職場で

の健康管理に

努める。 

(28) 

心の健康に関

する相談支援 

 

継 続 

沖縄県自殺対策

緊急強化事業の

一環として健

康･生活相談事

業を実施する。 

(社会福祉課) 

相談窓口に関

する情報提供

や周知広報に

協力する。 

状況に応じて

相談窓口を利

用する。 

相談窓口に関

する情報提供

や周知広報に

協力する。 

基本目標３ 暮らし続けよう 住み慣れた地域で 
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個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(29) 

重度心身障害

者(児)医療費助

成制度の活用 

 

継 続 

継続して重度の

心身障害者(児)

の医療費等の自

己負担分につい

て助成を行う。 

(社会福祉課) 

 

利用者等に対

し制度の周知

を図る。 

助成内容を確

認し、制度活

用を検討す

る。 

身の回りの障

害のある人や

その家族等に

制度活用を勧

める。 

(30) 

小児慢性特定

疾患日常生活

用具給付事業

の活用 

 

継 続 

継続して国指定

の疾患をもつ児

童に対し、日常

生活用具を給付

する。 

(社会福祉課) 

利用者等に対

し、制度の周

知を図る。 

事業内容を確

認し、給付事

業活用を検討

する。 

身の回りの障

害のある人や

その家族等に

給付事業活用

を勧める。 

(31) 

難病等日常生

活用具給付事

業の活用 

 

継 続 

継続して国指定

の疾患をもつ児

童に対し、日常

生活用具を給付

する。 

(社会福祉課) 

 

利用者等に対

し、制度の周

知を図る。 

事業内容を確

認し、給付事

業活用を検討

する。 

身の回りの障

害のある人や

その家族等に

制度活用を勧

める。 

(32) 

進行性筋萎縮

症者療養等給

付事業の活用 

 

継 続 

継続して身体障

害者手帳の交付

を受けている

18 歳以上の進

行性筋萎縮症者

であり、特に治

療等に長時間を

要する人に対

し、療養や必要

な訓練を提供す

る。 

(社会福祉課) 

 

利用者等に対

し、制度の周

知を図る。 

事業内容を確

認し、給付事

業活用を検討

する。 

身の回りの障

害のある人や

その家族等に

制度活用を勧

める。 
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施策の方向【６ 生活支援･住環境 】 

個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(33) 

基幹相談支援

センターの設

置等の相談体

制の充実 

 

継 続 

地域活動支援セン

ターと相談事業所

の連携により体制

を充実させる。 

(社会福祉課) 

地域活動支援

センターとの

連携により課

題を抱える当

事者を支援に

つなげる。 

町役場や相談

事業所を積極

的に利用す

る。 

身の回りの

障害のある

人やその家

族等に相談

事業所の利

用 を 勧 め

る。 

(34) 

専門相談員の

確保 

 

継 続 

社会福祉士、精神

保健福祉士等の専

門的な見地から相

談支援が行える人

材を確保･配置を

図る。 

(社会福祉課) 

町役場の人材

の確保に関し、

情報提供や紹

介等で協力す

る。 

町役場等に対

し、具体的な

支援ニーズ等

を伝える。 

町役場の人

材の確保に

関し、情報

提供や紹介

等で協力す

る。 

(35) 

各種障害者支

援制度に関す

る情報提供の

強化 

 

継 続 

障害年金や特別児

童扶養手当など公

的手当や税の減

免、地域移行支援

事業、障害福祉サ

ービス等、障害者

の経済的支援･生

活支援に関する制

度の利用方法等に

ついて情報提供の

強化を図る。 

(全庁的な取り組

み) 

行政の各種支

援制度･社会福

祉協議会が所

管する支援事

業について情

報提供を図る。 

困り事や悩み

事がある時

は、町役場や

各種相談窓口

を積極的に利

用する。 

身の回りの

障害のある

人やその家

族等に制度

活用を勧め

る。 

(36) 

生活窮迫時の

支援制度の周

知 

 

継 続 

生活保護制度等、

生活に窮迫した際

の支援制度の周知

を図る。 

（社会福祉課） 

 

 

生活福祉資金

貸付等、短期及

び中長期の支

援策について

周知を図る。 

制度内容を確

認し、制度利

用を相談す

る。 

身の回りの

障害のある

人やその家

族等に制度

活用を勧め

る。 
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個別施策 

役  割 

町役場 

（担当課） 

町社協・ 

福祉団体等 
当事者・家族 

地域・ 

事業所等 

(37) 

障害者の権利

擁護の推進 

 

継 続 

日常生活自立支援

事業や成年後見制

度等の障害のある

人の権利擁護に関

する制度につい

て、その周知を徹

底し、制度活用の

推進を図る。 

(社会福祉課) 

 

権利擁護事業

や成年後見制

度利用支援事

業等について、

利用者への周

知と活用を促

す。 

ものごとの判

断力への不安

や金銭・財産

管理等に課題

があった場

合、制度利用

について積極

的に相談・活

用する。 

制度の周知

に関する広

報物等を職

場や店舗、

地域の集会

所 等 に 設

置 ･回覧す

る。 

(38) 

重度視覚障害

者の同行援護

等の活用 

 

継 続 

重度視覚障害者の

同行援助等の障害

者福祉サービスの

周知を図り、制度

活用を推進する。 

(社会福祉課) 

 

利用者等に対

し制度の周知

を図る。 

サービスを活

用して外出の

機会を増や

す。 

身の回りの

障害のある

人やその家

族等に制度

活用を勧め

る。 

(39) 

障害のある人

の外出手段の

拡充 

 

継 続 

障害のある人が安

心して外出できる

移動交通手段の拡

充を図る。 

(全庁的な取り組

み) 

要支援者へ福

祉用具貸出事

業等の充実を

図る。 

町役場等に対

し、具体的な

支援ニーズ等

を伝える。 

障害のある

人の移動に

ついて、出

来る範囲で

地域・職場

等でサポー

トする。 

 

(40) 

障害のある人

の自動車使用

の支援 

 

継 続 

継続して障害者の

運転免許取得･自

動車改造助成事業

の周知を図る。 

(社会福祉課) 

 

 

 

 

 

利用者等に対

し制度の周知

を図る。 

必要な場合、

制度を活用し

て、免許取得･

自動車改造を

行う。 

身の回りの

障害のある

人やその家

族等に制度

活用を勧め

る。 
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個別施策 

役  割 

町役場 

(担当課) 

町社協・ 

福祉団体等 

当事者・ 

家族 

地域・ 

事業所等 

(41) 

公共施設等の

バリアフリー

化 

 

継 続 

公共施設等の建て

替えや改修に合わ

せ、バリアフリー

化を図る。 

(全庁的な取り組

み) 

 

自立支援協議

会等の場を通

じて、公共施設

等のバリアフ

リー化に関し

提案･助言を行

う。 

当事者の立場

から、要望･ニ

ーズを伝え

る。 

職場や店舗

等不特定多

数の人が出

入りする施

設について

は、バリア

フリー化を

図る。 

(42) 

公営住宅への

入居促進･町営

住宅のバリア

フリー化 

 

継 続 

県営･公営住宅の

入居に関する情報

を積極的に提供す

る。町営住宅につ

いては、建て替え･

改修に合わせてバ

リフアフリー化を

図る。 

(全庁的な取り組

み) 

自立支援協議

会等の場を通

じて、公共施設

等のバリアフ

リー化に関し、

提案･助言を行

う。 

当事者の立場

から、要望･ニ

ーズを伝え

る。 

民間の賃貸

住宅等にお

いてもバリ

アフリー化

を図る。 

(43) 

一般住宅のバ

リアフリー化 

 

継 続 

継続して日常生活

用具給付や介護保

険の住宅改修費補

助等、各種助成制

度の周知と図り、

一般住宅のバリア

フリー化を促す。 

(社会福祉課) 

住宅のバリア

フリー化に関

する支援制度

について、利用

者等に情報を

提供する。 

制度を利用し

て、住宅のバ

リアフリー化

を行う。 

身の回りの

障害のある

人やその家

族等に制度

活用を勧め

る。 

(44) 

グループホー

ム利用への 

助成 

 

継 続 

障害のある人が地

域生活を送るため

に、グループホー

ムを利用する場

合、助成を行う。 

(社会福祉課) 

利用者等に対

し、制度の周知

を図る。 

制度活用を検

討する。 

身の回りの

障害のある

人やその家

族等に制度

活用を勧め

る。 
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1 障害福祉計画・障害児福祉計画について 

 

 障害者総合支援法第 88 条に基づき策定する市町村障害福祉計画は、障害福

祉サービスや地域支援事業等のサービス見込量及びサービス提供体制について

定めるものです。 

平成 29 年度で最終年度となる、第４期八重瀬町障がい福祉計画の実績等を

勘案しつつ、改善点や新しいニーズに対する提供体制を整えるために、今回、第

５期障害福祉計画を策定します。 

障害福祉計画の推進にあたり国は基本指針として、「福祉施設の入所者の地域

生活への移行」、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」、「地域生

活支援拠点等の整備」、「福祉施設から一般就労への移行等」とする４つの成果目

標を示しています。 

また、児童福祉法第 33 条の 20 に基づき策定する市町村障害児福祉計画は、 

障害児とその保護者に対する支援体制の構築を目的に、児童福祉法の一部を改

正し、市町村が障害児計画の策定を義務としたことを受け、今回、第 1 期障害

児福祉計画として策定します。 

障害児支援の提供体制の整備等として、「児童発達支援センターの設置」、「保

育所等訪問支援の実施」、「主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所

及び放課後等デイサービス事業所の確保」、「医療的ケア児支援のための保健・医

療・福祉・保育、教育等の関係機関の協議の場の設置」の４つを国は指針として

示しています。 

八重瀬町においても各項目の数値目標を定め、障害福祉、障害児福祉を推進し

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 章 障害福祉計画・障害児福祉計画 
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(1)施設入所者の地域生活への移行       

 

 施設に入所している障害者が、一般住宅やグループホーム等へ移行し、地域で

生活ができるようになることを目指し目標を設定します。 

■国が示す基本的な考え方■ 

・平成 28年度時点の施設入所者数の９％以上の人が地域生活へ移行 

・平成 32年度末の施設入所者数を平成 28年度末時点から２％以上を削減 

 

■八重瀬町の目標設定(平成 30年度～平成 32年度) 

項目 数値 考え方 

現入所者数(A) 76人 
平成 28 年度末(Ｈ29.3.31 現在)の

入所者数 

目標年度入所者数(B) 75人 平成 32年度末の見込 

削減見込目標値(C) 
1人 

1％ 

C=A-B=E-D 

(国指針:目標 2%以上) 

新規入所者数(D) 3人 
平成 30年～平成 32年度末までの 

新規入所者の見込 

退所者数(E) 4人 
平成 30年～平成 32年度末までの 

退所者の見込 

地域移行目標数(F) 
3人 

4％ 

(E)のうち、地域移行目標者 

(国指針:目標 9%以上移行) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作品：山内恵利さん 
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施設入所者の地域生活移行の現状と課題、サービス提供体制の確保策 

現状と課題 

八重瀬町においては、徐々に施設入所者数が増加している状

況である。その実情に合わせて、本計画では削減目標(C)を 1

名、地域移行目標者数(F)を 3 名と設定し、目標達成を目指す。 

さらに施設入所者の地域生活への移行について国が示す

基本的な考え方に近づけられるよう地域の理解促進に取り組

む。 

サービス 

提供体制 

確保の方策 

・生活の拠点として、施設から地域生活への移行を進めるにあ

たっては、住宅の確保(公営住宅やグループホーム等)と共に、

地域移行のための相談支援や体験宿泊等を図る。 

・現在入所している施設にて、計画的に地域生活移行後を想定

した生活訓練を行う。(事業所間連絡会での研修等で検討) 

・地域生活移行後の日中の活動場として、生活介護サービスや

自立訓練など生活を営む上での支援を提供する。 

・地域における理解促進として、毎年開催している障害につい

ての講演会等を通して障害に対する地域の理解を深める。 

・支援体制の拡充として、地域生活に移行した障害のある方を

自治会･民生委員児童委員等の地域人材との連携により身近

な地域での相談･支援の拡充を図る。 

 

 

(2)精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築    

 

 精神障害者にも対応する地域包括ケアシステムを構築することで、八重瀬町

の一員として自分らしい暮らしが出来るようになることを目指し設定します。 

■国が示す基本的な考え方■ 

・平成 32年度末までに保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置します。 

 

■八重瀬町の目標設定(平成 30年度～平成 32年度) 

項目 協議の場の設置方法 

平成 32 年度末時点で、保健、医療、

福祉関係者による協議の場 
単独設置(新規設置) 

【方向性】 

当面は既存組織を活用しつつ、平成 32 年度の設置に向けて、現在ある八

重瀬町障害者自立支援協議会にて、「精神障害に対応した地域包括ケアシス

テム設置部会(仮称)」を立ち上げ、設置に向けて検討を行う。 
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(3)地域生活支援拠点等の整備       

 

障害者の重度化・高齢化や親の高齢化を見据え、相談、体験の機会、緊急時の

対応等の必要な機能を備えた地域生活支援拠点等を整備することを目指します。 

■国が示す基本的な考え方■ 

・平成 32年度末までに、市町村または各圏域に少なくとも１つの拠点を整備するこ

とを基本とし、地域の実情を踏まえて設定します。 

 

■八重瀬町の目標設定(平成 30年度～平成 32年度) 

項目 協議の場の有無 

平成 32 年度末時点での地域生活支援

拠点等の協議の場 
有 ・ 無 

【方向性】八重瀬町の単独として設置を目指す 

 

 

(4)福祉施設から一般就労への移行等       

 

 福祉施設の利用者の一般就労への移行と定着を図ることを推進するため、八

重瀬町として、事業所や関係機関との協力のもと推進していきます。 

■国が示す基本的な考え方■ 

・福祉施設利用者の一般就労への移行者数の増加 

・就労移行支援事業の利用者数の増加 

・就労移行支援事業所の就労移行率の向上 

・就労定着支援事業による職場定着率の向上 

 

■八重瀬町の目標設定(平成 30年度～平成 32年度) 

①福祉施設利用から一般就労への移行者数について 

項目 数値 考え方 

【基準値】 

福祉施設から一般就労へ

の移行者(A) 

3人 
平成 28 年度において、福祉施設を

退所し、一般就労した者の数。 

【目標値】 

目標年度(平成32年度)の

一般就労移行者数(D) 

3人 

1.0倍 

平成 32 年度中に福祉施設を退所

し、一般就労する者の数。(国指針:平

成 28年度の実績 1.5倍以上) 
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②就労移行支援事業所の利用者数について 

項目 数値 考え方 

【基準値】 

就労移行支援事業利用者

数(B) 

8人 
平成 28 年度末の就労移行支援事業

の利用者数 

【目標値】 

目標年度(平成32年度末)

における障害者就労移行

支援事業所の利用者数 

8人 

1.0倍 

平成 32 年度末の障害者就労移行支

援事業所の利用者数(国指針 平成

28 年度末の 2 割以上(20%以上)の

増加) 

 

 

③就労移行支援事業所の就労移行率について 

項目 数値 考え方 

【基準値】 

就労移行支援事業所数 

(C) 

0 事業所 
平成 27年度末の就労移行支援 

事業所数 

【目標値】 

目標年度(平成32年度)の

就労移行率が 3 割以上事

業所数(F) 

1 事業所 
平成 32 年度における就労移行率が

3 割以上の事業所数(F/C) 

【方向性】 

・福祉施設入所中から、就労に向けた取り組みを強化する為に生産活動の指導

などを行う。(事業所間連絡会での研修等) 

・障害福祉サービスの就労移行支援において、個別支援計画の作成、就労継続

Ａ型利用で知識及び能力向上のための訓練、また職場体験など継続した支援

体制を図る。 
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④就労定着率について 

項目 数値 考え方 

【目標値】 

目標年度就労定着率 

1人 

33% 
就労定着支援利用者の 

一年後の定着率 

【方向性】 

・障害のある方が、就労した後も相談支援事業を利用することによって、関係

機関が継続して関わり続けることの出来る環境･ネットワークを構築し、就労

することで発生するトラブルや悩み等を共有し、問題解決を図る。 

・関係機関は障害のある方から相談があった場合には、個別支援会議等を開催

し、就労の経過を観察しながら、より良く働いていくことのサポートを行う。 

 

 

(5)障害児支援の提供体制の整備等       

 

 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律および児童

福祉法の一部を改正する法律」によって、重症心身障害児や医療的ケア児等への

支援拡充が図られることになり、国の指針にもこれらのサービスの提供体制の

目標が定められています。八重瀬町においても、事業所や関係機関との連携を図

ることで、障害児の支援体制の拡充に取り組みます。 

■国が示す基本的な考え方■ 

・児童発達支援センターの設置(市町村ごと又は圏域での設置) 

・保育所等訪問支援を利用できる体制の構築(全ての市町村) 

・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所の確保(市町村ごと又は圏域での確保) 

・医療的ケア児支援の協議の場(各都道府県、各圏域、各市町村)の設置 

 

 

項目 設置方法 

①児童発達支援センターの設置 単独設置 

【方向性】 

平成 32 年度の設置を目指し、直営又はセンター指定を受けた町内事業所への

委託を目指すが、困難な場合はセンター指定を受けた町外事業所へも委託を検

討する。 
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項目 構築方法 

②保育所等訪問支援の体制の構築 平成 32年度までに構築 

【方向性】 

平成 32 年度体制の構築を目指し、直営又はセンター指定を受けた町内事業所

への委託を目指すが、困難な場合はセンター指定を受けた町外事業所へも委託

を検討する。 

 

項目 確保方法 

③主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業

所及び放課後等デイサービス事業所の確保 
単独確保 

【方向性】 

・利用者の支援にあたって、利用者の望む形態･ニーズの把握に努め、支援を行

う町内事業所の確保を行う。 

・町内事業所での設置や確保が困難な場合、町外事業所を利用することで利用者

の支援にあたる。 

 

項目 協議の場の設置方法 

④平成 30年度末時点での医療的ケア児の協議の場 単独設置(新規) 

【方向性】 

当面は既存組織を活用しつつ、平成 32年度の設置に向けて、現在ある八重瀬町

障害者自立支援協議会にて、「医療的ケア児支援のための協議会設置部会(仮称)」

を立ち上げ、設置に向けて検討を行う。 
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２ 障害者・障害児を対象とした福祉サービスの体系 

 障害者を対象とする福祉サービスは、自立支援給付と地域生活支援事業で構

成されています。 

 

 

 

訓練等給付 

＊自立訓練 

(機能訓練･生活訓練) 

＊就労移行支援 

＊就労継続支援 

(A型･B型) 

＊就労定着支援 ※新規 

＊自立生活支援 ※新規 

＊共同生活援助 

(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 

自立支援給付 

八重瀬町 

介護給付 

＊居宅介護 

＊重度訪問介護 

＊行動援護 

＊同行援護 

＊重度障害者等包括支援 

＊短期入所（ｼｮｰﾄｽﾃｲ） 

＊療養介護 

＊生活介護 

＊施設入所支援 

障
害
者
・
児 

自立支援医療 

＊更正医療 

＊育成医療 

＊精神通院医療※都道府県 

地域相談支援 

＊地域移行支援 

＊地域定着支援 

補装具 

＊理解促進研修･啓発事業  ＊移動支援 

＊自発的活動支援   ＊手話奉仕員養成研修 

＊相談支援    ＊日常生活用具給付等 

＊成年後見制度利用支援  ＊地域生活支援センター機能強化 

＊成年後見制度法人後見支援  ＊福祉ホーム 

＊意思疎通支援   ＊その他の日常生活又は社会生活支援 

地域生活支援事業 

支援 

＊専門性の高い相談支援   ＊意思疎通支援(広域的な連絡･派遣調整) 

＊専門性の高い意思疎通支援（養成研修事業･派遣事業） 

＊サービス･相談支援者･指導者育成  ＊広域的な支援 

沖縄県 

地域生活支援事業 
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＊福祉型障害児入所支援 

＊医療型障害児入所支援 

障害児入所支援 

沖縄県 

 

八重瀬町 

障
害
児 

支援 

障害児相談支援 

＊障害児相談支援 

障害児通所支援 

＊福祉型児童発達支援 

＊医療型児童発達支援 

＊居宅訪問型児童発達支援 

＊放課後等デイサービス 

＊保育所等訪問支援 
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３ 障害福祉サービスの利用実績と見込み量 

 第４期障害福祉計画で立てた数値目標と実績値を比較し、各事業をＰＤＣＡ

サイクルに基づき、計画の評価･点検を行います。 

 また、国の基本指針のもと、実績値や障害者や家族等のニーズ、利用者の増加

傾向等を勘案し、第 5 期計画の見込み量を設定します。 

 

(1)訪問系サービス 

サービス名 内容 

居宅介護 自宅で入浴･排せつ･食事の介護等の支援を行うサービス。 

重度訪問介護 

常に介護を必要とし、その介護の必要性がとても高い方に、入浴･

排せつ･食事・介護、外出時の移動支援等を総合的な支援を行うサ

ービス。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動する時に、危険を回避等

その他の必要な支援を行うサービス。 

重度障害者等 

包括支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包

括的に提供するサービス。 

同行援護 
視覚障害により、移動が著しく困難な人に対し、移動に必要な情

報の提供、移動時の援護など提供するサービス。 

 

 

 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
事業名 単位

実績値 見込み量

居宅介護

件数 52 54 59 63 66 70

行動援護

件数 4 4 6 7 7 8

重度訪問介護
4

重度障害者等
包括支援

106

利用
時間 610 697 648 687 729 773

利用
時間 54 67 79 87 96

件数 2 3 3 3 4

利用
時間 35 45 49 53 58 63

利用
時間 0 0 0 0 0 0

件数 0 0 0 0 0 0

182
利用
時間 133 146 142 154 168

同行援護

件数 13 16 17 18 20 21



81 

 

(2)日中活動系サービス 

サービス名 内容 

生活介護 
常に介護を必要とする方に、日中活動の場を提供するととも

に、入浴･排せつ･食事の介護などを行うサービス。 

自立訓練 

（機能訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身

体機能のリハビリテーションを行うサービス。 

自立訓練 

（生活訓練） 

地域生活を営む上で、日常生活能力の向上のために、必要な

訓練やその他の支援を提供するサービス。 

就労移行支援 
一般企業へ就労を希望する方へ、一定期間就労に必要な知

識･能力の向上に必要な訓練などを行うサービス。 

就労継続 

支援 A 型 

一般の事業所で働くことが困難な人に働く場を提供すると

ともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行うサー

ビス※雇用契約あり。 

就労継続 

支援Ｂ型 

一般の事業所で働くことが困難な人に働く場を提供すると

ともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。 

※雇用契約は行わない 

就労定着支援 

(新設) 

就職した障害のある方に、就労が継続できるよう生活面での

課題を解決するため、事業所や障害者の家族との連絡調整等

を行う。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療

養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行うサービス。 

自立生活援助 

(新設) 

施設に入所している障害者が、一人暮らしを始めた際に定期

的に訪問することで、助言や連絡調整を行う。 

短期入所 
自宅で介護する人が病気などの場合に、短期間、夜間も含め

て入浴･排せつ･食事の介護等を行うサービス。 
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
事業名 単位

実績値 見込み量

6 5 6 7 8

生活介護

99

123 124

利用
日数 2,327 2,255 2,292 2,311 2,330 2,348

件数 120 124 121 122

自立訓練
（生活訓練）

件数 4 9 15 21 28 38

利用
日数 23 71 57 75 81

利用
日数 49 174 294 401 546 744

自立訓練
（機能訓練）

件数 2

就労継続
支援Ａ型

件数 27 31 38 43 49 56

就労移行支援

1,071

8 8

利用
日数 145 134 99 159 159 159

件数 7 8 5 8

利用
日数 504 594 723 824 939

利用
日数 1,566 1,764 1,892 2,039 2,197

就労定着支援 件数 新　規 0 0 3

396

就労継続
支援Ｂ型

件数 86 96 102 110 119 128

2,368

自立生活援助 件数 新　規 0 0 0

利用
日数 267 272 317 342 368

療養介護

件数 9 9 11 11 12 13

21 21

利用
日数 123 124 129 131 133 135

件数 19 22 20 20
短期入所
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(3)グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備 

サービス名 内容 

共同生活援助 

(ＧＨ) 

共同生活を行う住居において、夜間や休日の相談や入浴、排

せつ等日常生活の支援を行うサービス。 

施設入所支援 
施設に入所する人に対して、夜間や休日に入浴、排せつ、食

事の介助等を行う。 

 

 

 

 

(4)指定相談支援 

サービス名 内容 

計画相談支援 
障害者が利用するサービスの内容等を定めたサービス利用

計画の作成を行い、一定期間ごとに見直しを行います。 

地域移行支援 
障害者施設を利用する 18 歳以上の者を対象に、地域移行支

援計画の作成･相談による不安の解消等支援するサービス。 

地域定着支援 
自宅において単身で生活している障害者等を対象に、常時連

絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行うサービス。 

 

 

 

 

 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

27

78 79

28 30 32

施設入所支援 件数 74 76 76 77

事業名 単位
実績値 見込み量

共同生活援助
（ＧＨ）

件数 23 24

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
事業名 単位

実績値 見込み量

78 88

計画相談支援
（障害児支援利用計画）

件数 7 12 17 22 28

計画相談支援
（サービス等利用計画）

件数 42 54 60 68

36

地域移行支援 件数 0 0 0 0 0 0

地域定着支援 件数 0 0 0 0 0 1
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(5)障害児通所支援 

サービス名 内容 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導や集団訓練への

適応訓練を行う。 

放課後等デイサービ

ス 

学校就学中の児童が、放課後や夏休み等の長期休暇中

において、生活能力向上の訓練を行う。 

医療型児童 

発達支援 
各障害に応じた専門的な訓練や医療的ケアを行う。 

保育所等 

訪問支援 

保育所等を利用中、又は利用予定の児童に集団生活へ

の適応訓練等を行う。 

居宅訪問型児童発達

支援 

（Ｈ30.4月施行） 

重度の障害により外出が著しく困難なため、児童発達

支援等を利用できない児童の自宅を訪問して発達支援

を行う。 

医療的ケア児に対す

る関連分野の支援を

調整するコーディネ

ーターの配置 

保健、医療等関連する分野の支援を調整するコーディ

ネーターの配置し、地域で必要な支援が受けられるよ

うに支援する。 
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

新　規

事業名 単位
実績値 見込み量

児童発達支援

件数 14 15 20 23 25 28

利用
日数 134 155 217 242 269 300

医療型
児童発達支援

件数 3 2 1 3 3 3

利用
日数 541 775 1,002 1,176 1,379

放課後等
デイサービス

件数 55 67 86 101 118 139

利用
日数 49 36 20 56 56 56

1,618

0 0 0 0 0

件数 0 0 0 0
保育所等訪問支援

0

0 0

医療的ケア児に対する関連分野の
支援を調整するコーディネーターの

配置人数
人 0 0

居宅訪問型
児童発達支援

件数

新　規

0 0 0

利用
日数 0

0 0

利用
日数 0
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４ 地域生活支援事業の利用実績と見込み量 

 地域相談支援事業の目的は、日常生活や社会生活の自立支援を促すため実施

する事業です。 

 

(1)相談支援事業 

サービス名 内容 

理解度促進研修 

啓発事業 

障害者に対する理解を深めるための研修・啓発事業を

行い、地域社会への働きかけを強化する。 

自発的活動 

支援事業 

障害者やその家族、地域住民等による地域における

自発的な取組みを支援することで、共生社会の実現

を図る。 

障害者相談支援事業 

障害者等からの相談に応じ、必要な情報提供及びアド

バイス等の支援を行うとともに、障害者等の権利擁護

のための必要な援助を行う。一般相談支援事業に加

え、専門的職員を配置することで、相談支援機能の強

化を図ることを目的に行う。 

市町村相談支援 

機能強化事業 

住居入居等支援事業 
入居を希望する障害者が、保証人がいない等の理由で

入居困難な場合、必要な支援を行う。 

成年後見制度 

利用支援事業 

認知量、知的障害及び精神障害等を理由に判断能力が

不十分な方を保護する制度である成年後見制度の利

用を支援します 

成年後見制度利用 

法人後見人支援事業 

市民後見人を活用した法人後見を支援するための研

修等を行う。 

手話通訳者･ 

要約筆記者派遣事業 

意思疎通を図ることに支障のある障害者等に、手話通

訳者･要約筆記者を派遣することで、障害者等との意

思疎通の円滑化と町民へ手話の技法を広め理解を深

めることを目的とするサービス。 

手話通訳者設置事業 

聴覚、音声、言語機能などに障害のある方に対し、手

話通訳者及び手話奉仕員を派遣し、意思疎通の円滑を

図る。 
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
事業名 単位

実績値 見込み量

1 1

参加
人数

0 236 100 200 200 200

実施
回数

0 1 1 1
理解促進研修

啓発事業

13

障害者相談
支援事業

箇所 2 2 2 2 2 2

利用
人数

12 13 13 13 13

自発的活動
支援事業

箇所 2 2 2 2 2 2

市町村相談支援
機能強化事業

箇所 2 2 2 2 2 2

1 1

0 0

利用
人数

0 0 0 0 0 0

箇所 0 0 0 0
住居入居等
支援事業

0 0

人/年 0 0 0 0 0 0

箇所 0 0 0 0
成年後見制度利用法人

後見人支援事業

成年後見制度
利用支援事業

人/年 0 0 0 1

手話通訳者･要約
筆記者派遣事業

件数/年 143 138 125 125 125 125

0 0手話通訳者設置事業 人/年 0 0 0 0
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(2)日常生活用具給付事業 

日常生活上の便宜を図るため自立支援用具等の給付を行う。 

 

 

 

 

(3)地域生活支援事業 

サービス名 内容 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障害者等に対し、円滑に

外出できるよう移動支援を行う。 

手話奉仕員養成研修事業 

手話で日常会話を行うために必要な手話語彙及

び手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成す

る。 

地域活動支援センター機能

強化事業 

創作活動又は生産活動の機会の提供、社会との

交流等を行う。 

 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
事業名 単位

実績値 見込み量

7 7

自立生活支援用具 件数/年 7 6 7 9 9

介護訓練支援用具 件数/年 8 3 6 7

9

在宅療養等支援用具 件数/年 3 8 6 7 7 7

情報･意思疎通
支援用具

件数/年 5 5 4 4 4 4

1

525 525

住宅改修費 件数/年 1 0 1 1 1

排泄管理支援用具 件数/年 445 565 525 525

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
事業名 単位

実績値 見込み量

25 26

時間/年 850 1,089 1,290 1,344 1,400 1,456

実人数
/年 22 26 23 24

移動支援事業

1 1

実人数
/月 36 20 20 20 20 20

箇所 2 1 1 1
地域活動支援センター

機能強化事業

手話奉仕員養成
研修事業

人数 9 7 8 8 8 8
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(4)日中一時支援事業 

障害者等の家族の就労支援及び日常的に介護している家族の一時的休息のた

め、障害者等の日中における活動の場を確保する。 

 

 

 

 

(5)社会参加支援事業 

サービス名 内容 

スポーツ･レクリ

エーション教室 

スポーツ･レクリエーションを通して、障害者等の体力増

加、交流、余暇等に資することを目的に開催する。 

文化芸術 

活動振興 

障害者の文化芸術活動等を振興するために、作品展や音楽

会などの芸術･文化活動の発表の場を設け、創作意欲を促

すための必要な支援を行う。 

点字･声の広報等

発行 

町広報誌及び町社協だよりを点訳や音訳をすることで、視

覚障害者へ情報提供を行う。※平成 26年度より声の広報

は、音訳サークルの活動として行われている。 

自動車運転免許

取得･改造助成 

障害者の就労、求職、通学などに伴う自動車運転免許の取

得及び改造等が必要な際には、経費の一部を助成すること

で、障害者の社会参加の促進を図る。 

 

 

 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
事業名 単位

実績値 見込み量

日中一時支援事業

実人数
/月 17 17 21

696

22 23 24

件数
/年 409 532 602 638 667

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度
事業名 単位

実績値 見込み量

95 96

文化芸術活動振興
延人数
/年 201 204 356 360 360

スポーツ･
レクリエーション

教室開催等

延人数
/年 108 82 93 94

360

点字･声の広報等発行
発行
回数 15 16 17 16 16 16

自動車運転免許取得･
改造助成

実人数
/年 2 1 3 4 5 6
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1 推進体制と計画の進捗管理 

 庁内各担当課を中心に、関係機関･団体等と連携を図りながら本計画を推進し

ていきます。 

 また、本計画の確実な運営と円滑な推進を図るため、平成 30年度より、評価

委員会を立ち上げます。この評価委員会の構成員は、本計画の策定委員(但し庁

内委員を除く)を基本とし、事業達成について PDCA サイクルのもと点検及び

進捗管理することで推進体制を整えます。 

障害者自立支援協議会(*1)において、情報共有の場としてはもちろん、多方面

からの意見や助言を求め着実に推進していきます。 

 

2 広域圏域との連携 

 障害者自立支援協議会で具体的な協議や意見交換を図るとともに、広域

圏でのサービス提供等について調整を図っていきます。 

 

3 行政職員の資質向上と地域における人材の育成と確保 

 柔軟な対応が求められる障害福祉施策に対応出来るよう、各種研修会の

充実や様々なボランティア体験等を通じて、行政職員が障害のある人やそ

の家族に対する理解と人権尊重、福祉意識の向上を図ります。 

 また、地域における人材の育成と確保については、行政はもとより、八

重瀬町社会福祉協議会や町内外の社会福祉法人、関係する施設がそれぞれ

の役割を担い相互に連携･協力しながら連携体制の強化を図ります。 

 既存の住民ボランティア団体の支援をはじめ、障害者が地域で暮らす、

地域とつながることが出来るよう、各地域で人材育成を図っていきます。 

 

4 計画の普及･啓発 

 本計画については、八重瀬町ホームページへの掲載で広報することで周知を

図ります。 

 また一人ひとりが地域福祉の担い手であるという意識づけするために、様々

なイベントでの周知活動をはじめ、八重瀬町社会福祉協議会、民生委員･児童委

員の活動などを通じて住民への意識啓発を図ります。 

 

 

 

 

第 6 章 計画の推進・評価体制等 
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(*1)自立支援協議会について 

① 障害者総合支援法の位置づけ 

（協議会の設置） 

第八十九条の三 

地方公共団体は、単独で又は共同して、障害者等への支援の体制の整備を図る

ため関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びに障害者等の福祉、医

療、教育又は雇用に関する職務に従事する者その他の関係者(次項において「関係

機関等」という。)により構成される協議会を置くように努めなければならない。 

 2 前項の協議会は、関係機関等が相互に連絡を図ることにより、地域における

障害者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の

緊密化を図るとともに、地域の実績に応じた体制の整備について協議を行うもの

とする。 

 

② 協議会組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 八重瀬町障害者自立支援協議会及び 

実務者会議等の開催状況 

・障害者自立支援協議会 （年１～２回） 

・実務者会議（定例会） （毎 月 １ 回） 

・作業部会   （随 時） 

・その他調整会議等  （随 時） 

町へ提案等を行う 

障害者自立支援協議会本会議 (年１～2回) 

作業部会① 

地域資源部会 

作業部会② 

子ども部会 

〈事務局〉 社会福祉課 障がい福祉係 

作業部会③ 

就労支援部会 

個別支援会議 

相談支援事業所が開催する個別ケア会議 

実務者会議(定例会) (月１回) 

〈事務〉 

相談状況の報告・課題集約等 

〈構成員〉 

障害者自立支援協議会委員の 

属する組織の関係職員 

（福祉課担当者、委託相談事 

業所職員等） 

〈障害者自立支援協議会委員〉 

・保健、福祉、医療の専門家 

・学識経験者 

・障害者当事者団体を代表する者 

・特別支援学校職員 

・民生児童委員 

・指定相談支援事業者及び 

福祉サービス事業所 

・商工会関係者及び企業代表者 

・町教育委員会指導主事 

図表 37 
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資 料 編 
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1 策定委員会設置要綱 

○八重瀬町障害者計画等策定評価委員会設置要綱  

(平成 29年 8月 7日告示第 18号) 

改正  平成 30年 3月 6日告示第 2号 
 

(設置) 

第 1条 本町における障害者のための施策に関する基本的な計画(以下「障害者計

画」という。)及びに障害福祉サービス・相談支援・地域生活支援事業等の提供

体制の確保に関する計画(以下「障害福祉計画」という。)並びに障害児に関す

る障害福祉サービス・障害児通所支援等の提供体制の確保に関する計画(以下

「障害児福祉計画」という。)の策定及び点検並びに評価に関して、八重瀬町障

害者計画等策定評価委員会(以下「委員会」という。)を設置する。  

(審議事項) 

第 2条 委員会の審議事項は、次の各号に掲げるとおりとする。  

(1) 障害者計画及び障害福祉計画並びに障害児福祉計画の調査・研究に関する

こと。 

(2) 障害者計画及び障害福祉計画並びに障害児福祉計画素案に関すること。  

(3) 総合的な障害福祉施策の推進に関すること。  

(4) 障害者計画及び障害福祉計画並びに障害児福祉計画の点検並びに評価に関

すること。 

(5) その他必要と認められる事項。  

(組織) 

第 3条 委員会は次に掲げる者のうちから、町長が委嘱し、又は任命する。  

(1) 障害のある方  

(2) 福祉関係者  

(3) 関係行政機関の職員  

(4) その他町長が必要と認める者  

(任期) 

第 4条 委員の任期は、委嘱の日から計画策定終了までとする。また策定委員

は、計画策定後の計画期間中には評価委員も兼ねる。但し、策定委員の庁内委

員は、策定委員から除く。  

2 策定委員が計画策定の任期途中で交代した場合の後任者の任期は、前任者の

残任期間とする。  

 

 

(委員長及び副委員長) 

第 5条 委員会に委員長及び副委員長各 1人を置き、委員の互選でこれを定め

る。 
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2 委員長は、委員会を代表し、会議の議長となる。  

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠け

たときは、その職務を代理する。  

 

(会議) 

第 6条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長は、その議長となる。  

2 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。  

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。  

4 委員長は、必要と認めたときは、会議に委員以外の者に出席を求め、その意

見を聞き、又は説明を求めることができる。  

(代理出席) 

第 7条 委員は、やむを得ない事情により会議に出席できないときは、代理者を

出席させることができる。  

2 前項の代理者は、委員とみなす。  

(作業部会) 

第 8条 委員会の下に作業部会を置き、委員長の指示により次の業務を行うこと

ができる。  

(1) 第 2条の審議事項の調査・研究に関すること。  

(2) 委員会に提出する原案の作成に関すること。  

(庶務) 

第 9条 委員会の庶務は、社会福祉課において処理する。  

(個人情報の保護) 

第 10条 委員会の関係者は、会議で知り得た情報を他人に漏らしてはならな

い。 

(その他) 

第 11条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、

委員長が会議に諮って別に定める。  

附 則  

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成 30年 3月 6日告示第 2号） 

この要綱は、公布の日から施行する。  
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2 八重瀬町障害者福祉計画等策定委員会名簿 

氏名 構成組織 所属団体 

1 委 員 長 金城 榮幸 福祉関係者 
八重瀬町社会福祉協議会 

 会長 

2 副委員長 朝妻 彰 〃 
特定非営利活動法人 やえせ 

 理事長 

3 委 員 神谷 信吉 〃 
八重瀬町身体障害者協会 

 会長 

4 委 員 川平 清 〃 
八重瀬町愛の会 

 会長 

5 委 員 兼城 和夫 〃 
八重瀬町民生委員児童委員協議会

会長 

6 委 員 嘉数 久美子 住民代表 
八重瀬町女性会 

 会長 

7 委 員 石川 健 福祉関係者 
八重瀬町社会福祉協議会 

 事務局長 

8 委 員 石原 朝子 行政関係者 
八重瀬町役場 児童家庭課 

 課長 

9 委 員 新垣 正次 行政関係者 
八重瀬町役場 学校教育課 

 課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



97 

 

3 八重瀬町障害者福祉計画等作業部会員名簿 

氏 名 役 職 所 属 課 

1 上江洲 直樹 係 長 総務課 

2 神里 和樹 主 事 企画財政課 

3 伊集 美智子 
補佐兼係長 

保 健 師 
社会福祉課（障がい福祉係） 

4 伊野 博一 係 長 社会福祉課（地域福祉係） 

5 比嘉 美由紀 センター長 社会福祉課（地域包括支援センター) 

6 喜友里 千秋 係長 児童家庭課 

7 宮城 里美 
係長 

保健師 
健康保険課 

8 新垣 徹 係長 まちづくり課 

9 國場 篤志 主 査 学校教育課 

10 宮里 兼也 主 査 生涯学習文化課 

11 大城 光広 主 査 スポーツ振興課 

事務局 

氏名 構成組織 所属団体 

1 永山 清和 八重瀬町役場 社会福祉課 課長 

2 伊良波 朝貴 〃 社会福祉課 障がい福祉係 

3 宮平 卓弥 〃 社会福祉課 障がい福祉係 

4 一般財団法人 沖縄県公衆衛生協会 業務委託 



98 

 

4 計画策定の経緯 

年月日 内容 

平成 29年 8月 9日～ 

平成 29年 9月 1日 
アンケート調査実施 

平成 29年 11月 6日～ 

平成 29年 12月 6日 
ヒアリング調査実施 

平成 29年 10月 5日 

第 1回作業部会 

①策定趣旨について 

②計画概要と作業工程について 

③アンケート調査結果について 

④事業進捗の評価について 

平成 29年 10月 6日 

第 1回策定委員会 

①委嘱状交付、委員長、副委員長の選出 

②諮問 

③障害者関連計画概要と作業工程について 

④アンケート調査結果について 

⑤現計画の事業推進の評価方法について 

平成 30年 1月 10日 

第 2回作業部会 

①クロス集計･ヒアリング結果概要について 

②素案について 

平成 30年１月 19日 

第 2回策定委員会 

①クロス集計･ヒアリング結果概要について 

②素案について 

平成 30年 2月 20日 

第 3回作業部会 

①前回指摘事項等修正について 

②素案について 

平成 30年 2月 23日 
第 3回策定委員会 

素案(第１章～第６章)総括 

平成 30年 3月 8日 町長へ答申 
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